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1． 本調査研究について
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○ 本研究は、新モビリティ導入から普及に至る社会的受容の形成過程を多面的に分析し、
その受容構造を踏まえて、社会全体の受容性を高めるための計画的方針および実装手
法を明らかにすることを目的とする。

○ 2024年度は、地域の合意形成に関わる論点を整理し、計画体系や責任分担の検討及
び調整プロセス等を計画制度へ組み込むための提案骨子について検討した。
2025年度は、国内外の既往研究や計画等のレビューを行い、新モビリティの社会的受容
に関する再定義と、社会的受容形成のための枠組みを検討してきた。
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１. 本調査研究について

○ 国内外において、「空」「陸」「ヒト」「モノ」に関する新モビリティの導入に向けた検討が進められてお
り、米国や中国では、自動運転タクシーが商業運用レベルで拡大している。

○ 日本でも多様なモードでの展開が進んでいるが、実証段階のものが多く、なかなか実装に至らない。

1-2. 背景 ① 新モビリティの導入

空飛ぶクルマ（大阪･東京でデモ飛行開始） ドローン（各地域で実証実験が本格化）

自動運転トラック（Lv4に向け実証運行中）

自動配送ロボット（低速･小型は実装済）自動運転タクシー（実装に向けデータ収集中）

自動運転バス（全国で実証運行を展開）

■ 国内の状況 ■ 海外の状況

■ 自動運転タクシー

米国）Waymo社等が米国の主要
10大都市圏で商業展開中。

中国）Baidu社等が北京・上海・
武漢等で商業展開中。

■ 自動配送ロボット

リトアニア）Clevon社が公道を
中型・25km/hで走行運用。

米国）Nuro社が道路規格に合わ
せ、最大40km/h で走行運用。

■ 空飛ぶクルマ

UAE）ドバイでは、道路交通庁と
運航事業者等が2026年のサービ
ス開始を言及。

※ 自律走行と遠隔
操作の使い分け

空
の
移
動

陸
の
移
動

ヒト の移動 モノ の移動 海外では、 自動運転タクシーや自
動配送ロボットなどが、商業運用
レベルで拡大している。

しかし、
実装は僅か
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1-2. 背景 ② 事故後の対応、補助金への依存

１. 本調査研究について

○ 国内では、自動運転バスの事故後、運行休止等の対応が取られ、再開まで時間がかかっている。
海外では、自動運転タクシーが事故後の説明不足により州当局がサービス停止を命令した例がある。

○ 自動運転バスの実証運行の費用の多くが国の補助金に依存しており、補助採択漏れにより、実証運
行を取りやめた自治体もある。

■ 自動運転バスの事故①（滋賀県大津市）

• 2018年度以降、自動運転バスの実証を継続して
きたが、乗客の転倒事故（2023/1）で自動運
転運行を中止し、それ以降、手動により運行。

• リスクの想定、体制整備、採算性が課題。

■ 事故後の対応状況

■ 自動運転バスの事故②（東京都八王子市）

• 八王子市（実証主体は東京都）は、街路樹衝突
による人身事故（2025/８）後に運行中断し、
都内他地域もすべて手動運転に切り替え。

• 八王子市の運行は再開なし。また、他地域での
自動運行再開まで約5ヶ月が経過（事故要因報告
3ヶ月、対策方針1ヶ月、対策内容1ヶ月）。

■ 自動運転タクシーの事故（米国クルーズ社）

• クルーズ社は、サンフランシスコで自動運転タクシー
事業を拡大していく過程で事故が発生（2023/10）。

• 事故そのものは、一般車と衝突した歩行者に、
さらに自動運転車が衝突した事象。

• クルーズ社が事故の詳細を十分に報告しなかっ
たことを理由に、カリフォルニア州車両管理局
がサービス停止を命令。

⇒その後、事業は実質的に終了

■ 補助金への依存

■ 補助事業不採択による実証運行の
中止

• 2025年の自動運転社会実装推進事業
の採択数が、 2024年よりも大幅に
減った結果（99→67）、不採択のた
め、実証運行が継続できない自治体
が発生。

（愛媛県伊予市）

「今年度の国庫補助が不採択となったこと
を受け、事業費の捻出が困難となったこと
から事業者と協議の上、８月1日より一旦
運行を休止することといたしました」
※ 伊予市HP記載

（和歌山県和歌山市）

「和歌山市は採択されなかったので、今年
度は自動運転バスの実証運行はできないこ
とになります」
※ 和歌山市HP「市長記者会見」に記載「クルーズ社の運行停止に関するDMVの声明」

出典：カリフォルニア州 車両管理局

（California DMV）Webサイト(2023/10/24)
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-
media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/

https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
https://www.dmv.ca.gov/portal/news-and-media/dmv-statement-on-cruise-llc-suspension/
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１. 本調査研究について

○ 国内では、新モビリティの社会実装に向けて、各モビリティのガイドライン等で、取り組むべき課題や
ロードマップが検討されている。

○ すべてのモビリティのガイドライン等に、実装に向け、社会的受容の向上の必要性が記載されている。

1-2. 背景 ③ 社会的受容の向上策

■ 国内の新モビリティに関するガイドライン等

空
の
移
動

陸
の
移
動

ヒト の移動 モノ の移動

空飛ぶクルマ ドローン

自動配送ロボット

実証実験におい
て、同じ通行帯
を共有する交通
主体の社会的受
容の検証が必要

自動運転サービス

環境整備、技術開発、
社会受容性向上の総
合的な取組をもとに、
事業化につなげてい
くことが重要

社会的受容性と
して騒音や落下
物の危険性等に
関しても検討

社会実装のため
社会受容性向上
を記載

国土交通省航空局（2022） 経済産業省、国土交通省（2022） 経済産業省等（2025） 経済産業省製造産業局（2025）

経済産業省、NEDO（2025）国土交通省、経済産業省、警察庁（2025）国土交通省航空局（2022）



1-2. 背景 ③ 社会的受容の向上策

１. 本調査研究について

○ 日本各地で実証運行が展開されている自動運転バスは、他のモビリティよりも、社会的受容の向上
策に関する取り組みが多い。

○ これまでの社会的受容の向上策は、展示会や体験会等の一時的なイベントが一般的であったが、最
近では、取組みへの経費補助の導入や、市民が自ら継続的に関与できる仕組みづくりもみられる。

■ 事業者への補助制度 ■ 市民参加型の取組み
東京都は、自動運転レベル４等の先進モビリティサービス

の実現・普及を図るため、自動運転の実装を目指す事業者等
を対象として、社会受容性の向上に資する取組等を実施する
場合に必要な経費を補助。

出典 東京都「自動運転の実装に向けた社会受容性向上支援事業」 出典 川崎市「KAWASAKI L4 Bus Project - 自動運転バス -」

従来の広報・体験が主体の取組みに加え、自動運転に対す
る興味を高め、垣根を低くする取組みとして、市民が「自分
ごと」として関与できる仕組みを構築。

■クラウドファンディング

■デザインコンペ

■小学校での試乗と授業

■ 動画配信（プロジェクト挑戦）
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○ ウィーンプラン2035（オーストリア）は、10年後を目標年次とした都市開発計画である。

○ 都市開発計画の立案にあたり、自治体が主体的に、広範な専門家が参画する街歩きなどのPI（パブリッ
ク・インボルブメント）活動、各種調査やシミュレーションによる技術検討を行うため、計画の実効性が高い。

○ ウィーンプラン2035における自動運転に関する基本方針は、市が別途定めている「ポジションペー
パー」に準拠し、「旅客、配送」の自動化に慎重な姿勢を示している。
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EU
・
国

ウ
ィ
ー
ン
市

■ ウィーン市（オーストリア）における市民参加と自動運転技術に対する検討

2012 2013 2014 2017 2019 2021 2024 2025

市民参画の
実践ガイド

参加型
都市開発

マスタープラン

STEP2025

オーストリア
モビリティ

マスタープラン

自動運転関連
ポジション
ペーパー

ウィーンプラン
2035

EU
SUMPガイド
ライン第二版

歩行者優先
公共空間のあり方

都市開発時の
PIのルール化

自動運転、
デジタル化、
気候・環境政策

Seestadt22における
自動運転の実証

事故 により一時休止

自動運転の
政策方針

各種調査､シミュレーションなど

アイデア募集､専門家と街歩き､WSＰＩ活動

技術検討

事故要因分析
市民アンケート

安全性確保と
持続可能な
都市開発の
両立を重視

走行性・安全性の技術が不十分
導入自体を目的化してはいけない

【自動運転に対する考え方】
･ 自動運転用のインフラ整備はしない
･ 歩行者に新たな負担を強いない
･ デマンド交通は公共交通の補完とする
･自動配送ロボットは原則車道走行

旅客、配送
の自動化に
慎重な姿勢

オーストリア
市民参画基準

2008

EU
SUMPガイド

ライン

政策への
早期市民
参画

１. 本調査研究について

1-3. 課題認識 ① 海外の取組み（自動運転車／ウィーン市）

出典 各計画書、ガイドライン、ポジションペーパー等より作成



○ 米国連邦政府の空飛ぶクルマ（AAM※1）の国家戦略を受け、カリフォルニア州は、翌年改定予定
の州交通計画（RTP）にAAMを位置付けることを決定した。

○ ロサンゼルス市では、連邦AAM国家戦略に先駆けて「衡平性※2、健康、持続可能性という市の目
標達成するためのツール」として厳格に定義し、条件（衡平性、環境等）を満たさない事業者には
市へのアクセスを許さない、極めて防衛的かつ先制的なガバナンスのあり方を提示した。
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※2 衡平性（Equity）：新しい交通サービスの恩恵と負担が、
すべての人々に公平に分配されることを保証する考え方

１. 本調査研究について

1-3. 課題認識 ① 海外の取組み（AAM／ロサンゼルス市）

出典 国家戦略、ガイドライン、地域交通計画等より作成

※1 AAM：Advanced Air Mobility

連邦 州 都市圏 市

Ａ
Ａ
Ｍ
関
連

地
域
交
通
計
画
（
Ｒ
Ｔ
Ｐ
）

連邦AAM国家戦略

連邦AAM国家戦略

AAM技術開発と全国
展開を加速。州･地方
政府へのガイダンス
と支援を提供

合衆国法典 第23編

連邦AAM国家戦略

2025.12

AAMインフラ準備方針

連邦AAM国家戦略

2025.12

RTPガイドライン

連邦AAM国家戦略

2024.1

2026改定予定

（2026-2036） （3ヶ年計画）

州交通計画
（CTP2050）

サンディエゴ都市圏
AAM指針

連邦AAM国家戦略

2024.6

南カルフォルニア
都市圏 RTP

連邦AAM国家戦略

2024.4

サンディエゴ都市圏
RTP

連邦AAM国家戦略

2025.12

（RTP2050）

ロサンゼルス市交通局 UAM政策フレーム

連邦AAM国家戦略

2021

ロサンゼルス市の総合計画年次報告

連邦AAM国家戦略

2021-

2016

ロサンゼルス市のモビリティ計画

連邦AAM国家戦略

■ ロサンゼルス市におけるAAM導入の考え方

州交通計画改定時に
AAMを位置づけ、
「交通上の衡平性」
の概念を明記

「地域としての準備」
を優先し、早期導入よ
りも２番手戦略を採用

交通計画策定の法的
根拠

必要に応じてRTPに
飛行ルートやVP配置
等を組み込むよう勧告

AAMを都市間等の移動シ
ステムとして想定。
土地利用計画との一体化

※AAMの記載あり

※AAMの記載なし

1. 過去の教訓に基づく先制的な政策アプローチ
2. 衡平性を最優先したコミュニティへの統合
3. シミュレーションを用いた実践的な騒音対策
4. 既存交通網との連携と土地利用規制
5. MDSを活用した厳格な事業者監視

UAM/AAM技術が発展段階にあるため､市都市
計画局､空港局､交通局が共同アプローチを継続
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１. 本調査研究について
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2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

再採択

新規採択

出典 国土交通省「地域公共交通確保維持改善
事業費補助金（自動運転事業関係） 」

地域公共交通計画等の計画 ● ● ● ● ●

自
動
運
転
に

関
す
る
記
載

課題認識･必要性 ● ● ● ●

検討･研究･実証運行 ● ● ●

実装 ● ●

運行区間･実装年 ●

対
象
自
治
体
数

北海道 0 3 1 5 0 0

東北 0 2 1 5 0 1

関東 6 4 2 5 0 6

中部 0 9 2 13 4 7

近畿 0 1 1 8 2 3

中国 0 1 2 5 1 1

四国 0 1 2 5 1 1

九州・沖縄 0 2 1 11 1 1

合計 （127件） 6 24 11 59 8 19

○ 政府は2027年度までに100か所以上で自動運転移動サービスを実現すべく取り組みを進めて
いるが、レベル4（特定条件下における完全自動運転）の通年運行に至った自治体は少ない。

○ 自動運転補助が採択された自治体のうち、地域公共交通計画に自動運転の『実装』を記載する
割合は2割程度であり、実装に向けたロードマップや具体の実施内容の記載は限定的である。

■ 地域公共交通計画における自動運転の記載状況

自動運転の補助事業に採択自治体における、地域公共交
通計画への記載は、実証運行の状況が多く、実装に向けた
ロードマップや具体的内容を示した自治体は限定的。

出典 自動運転の補助事業が採択されている各自治体の
地域公共交通計画より作成（2025.10時点）

■ 自動運転補助事業に採択された自治体

① 2025年度までの採択自治体数は127あり、全国各地で
実証運行が行われている。直近では新規よりも再採択の
自治体数の方が多い。

出典 デジタル庁「モビリティ・ロードマップ2025」

② 2024年度中に自動運転レベル４の通年運行に至った自
治体は全国で５つのみ。

レベル４：07自治体のうち、通年運行は05自治体
レベル２：95自治体のうち、通年運行は15自治体

※ 都道府県は1自治体で複数箇所で採択される
場合があり、採択件数と自治体数が異なる。

1-3. 課題認識 ② 日本における自動運転バスと市民参画

※自動運転レベル（国土交通省） レベル1：運転支援、レベル2：特定条件下での自動運転機能、レベル3：条件付自動運転、レベル4：特定条件下における完全自動運転、レベル5：完全自動運転
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1-3. 課題認識 ② 日本における自動運転バスと市民参画

１. 本調査研究について

○ 地域公共交通計画は、施策提案のエビデンスとなる現状整理を含む、補助金採択に必要な項目
で構成され、新モビリティの実装に向けた市民意見を聴取する場面は少ない。

✓ 現状整理に関する項目数が多い。

✓ 現状整理の中で市民や利用者アンケート調査の記載がある。

✓ 法定協議会に、一般市民を委員とすることが可能である（た
だし、一般市民が委員を務める事例は少なく、また、利用者
代表ではない場合がある）。

✓ 自動運転バスなど、新モビリティを含む将来の交通のあり方
に関する要件がない。

✓ 公共交通の走行区間と同じ空間を利用するモビリティ（空飛
ぶクルマ、ドローン、自動配送ロボット）との共存を想定した
計画になっていない。

✓ 社会的受容に関する記載が少ない。

✓ 計画に対する市民意見の募集は、計画が概成した後のパブ
リック・コメントのみ。

■ 地域公共交通計画の構成例

⇒ 地域公共交通計画の手引き等は、自治体担当者
の負担を軽減するため、補助金申請に必要な項目
が重視され、利用者や沿道住民など市民からの直
接意見を聴取する場面に関する記載はほとんどな
い。

出典 国土交通省「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き 実践編」、R5.10改訂
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１. 本調査研究について

○ 地域公共交通関連のガイドライン等では、「社会的受容」の明示的な記載は限定的で、合意形成
の対象は主に行政関係者に偏っており、利用者・住民まで踏み込んだ記述は少数となっている。

○ 国会答弁における、「自動運転」に関する議論では、実証実験の進捗や法制度に関する議論はあ
るものの、社会的受容の形成プロセスに関する具体的な議論はほとんどない。

題名、発行年月、発行者

「受容・合意」の記載 「関係者」の記載

受
容

合
意

合意形成
開始の

タイミング

地
方
公
共
団
体

交
通
事
業
者
等

道
路
管
理
者

事
業
実
施
者

公
安
委
員
会

利
用
者

学
識
経
験
者

1
『はじめての地域公共交通 ～公共交通
担当になったら読む本～』
（国土交通省中部運輸局、R6.3改訂）

0 6 ● ○ ○ × △ × ×

2
『地域公共交通計画等の作成と運用の
手引き 実践編』
R5.10改訂（国土交通省）

0 9
地域公共計画
の検討時

○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

3
『MaaS入門ガイドブック』
（国土交通省、R4.11）

5 12 準備段階 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4
『地域から始まる超小型モビリティ
導入』
（国土交通省、R3改訂）

0 8
全体構想の策
定時、全体構
想の策定後

● × △ ○ ○ × ×

5
『スマートモビリティの創り方』
（産業技術総合研究所、R6.4）

13 2
実績ベースに
よる記載あり

○ ○ ○ ○ × △ ×

6
『グリーンスローモビリティの導入と
活用のための手引き』
（国土交通省総合政策局環境政策課、R3.5）

3 5
記載はあるが
タイミングは
あいまい

● ○ ○ ○ ○ ○ ×

7
『自動運転移動サービス社会実装・
事業化の手引き』
（国土交通省･経済産業省･警察庁、R6.6）

27 6
導入検討段階、
実証・実装段
階

○ ○ ○ ○ ○ ◎ ×

■ 公共交通関連のガイドライン等の記載状況 ■ 国会答弁における認識

①「社会受容」 … ４会議 0５か所
（自動運転０/水素社会推進法1/CCS1/AI1/空クル1）

「社会的受容性」… ６会議１０か所
（内 自動運転０/CCS3/除去土壌の県外最終処分3）

②「自動運転」のうち、実証実験や事
故・社会的受容に関連する内容

・ 社会的受容に近い言及 … ０
・ 発生した事故への批判  … ０
・ 実証実験  … いくつか
・ 日本で自動運転が進んでいない … ２

※ 下記の期間における国会答弁から、社会的受
容や事故・社会実装への関心について調査

第211回 2023年01月23日～06月21日
第212回 2023年10月20日～12月03日
第213回 2024年01月26日～06月23日

●主体､◎詳細な記載あり〇記載あり、△若干記載、×記載なし

「受容」というキーワードが一度も使用さ
れていないもの、合意形成の関係者に「利
用者」がないものもある

1-3. 課題認識 ③ 日本における社会的受容の取扱い
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１. 本調査研究について

■ 公共交通関連のガイドライン等の記載状況（具体例）

出典 （５）『スマートモビリティの創り方』（産業技術総合研究所、R6.4）

社会受容性 の向上施策の実施
・ 過渡期においては、利用者や地域住民からの漠然とした自動運転に対する不安や、自動運転技術の速度や走行環境等に

関する様々な制約等への理解不足等による交通上の混乱等が発生します。

・ まずは有人による安全性を担保した形でのレベル2実証実験を通じ、地域における自動運転移動サービスに対する認知

拡大と理解促進を図っていくことが重要です。

改善計画の作成

□ 改善計画の作成で押さえるべきポイント：社会受容性
・ 想定ユーザーのニーズに合ったサービスづくり、利用者の理解醸成に向けた取組など、

「サービスをより受け容れてもらう」ための取組課題を整理する。

出典 （７）『自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き』（国土交通省･経済産業省･警察庁、R6.6）

情報発信と利用促進を考える

□ 社会受容性 の向上
・ グリーンスローモビリティの普及・促進のためには、このような小型電動低速車両が地域の移動サービスの一部として

一般公道を走行することの意義や、既存の一般車両と共存する新たなモビリティで あることについての市民の理解を

深め、導入に対する違和感や抵抗感を払拭するなど、社会受容性 を高めることが極めて重要になります。

出典 （６）『グリーンスローモビリティの導入と活用のための手引き』（国土交通省総合政策局 環境政策課、R3.5）

1-3. 課題認識 ③ 日本における社会的受容の取扱い

○ 社会的受容の記載がある公共交通関連のガイドライン等について、具体の内容をみると、「受容」の向
上が重要であると記載されているガイドライン等であっても、「受容」の定義はなされず、 「理解促進」
「抵抗感の払拭」「サービスを受け入れてもらう」などの曖昧な表現にとどまっている。
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■ バス・タクシー・鉄道の自動運転普及加速化に向けた提言（令和７年６月）

［提言1］ 安全性と各種乗客サービスの運用確立
［提言2］ 関係者の連携・協働（共創）による事業性の確立
［提言3］ 補助や基金などの公的支援制度構築
［提言4］ 社会的受容の向上と利用者や地域住民の理解と協力

➢ 商用車・鉄道共に、自動運転を活用した旅客サービスが、住民に広く利用
され持続可能な事業となるためには、社会的受容の向上と利用者や地域住
民の理解と協力が必要

【参考】関係者に求められる役割 ※商用車（バス･タクシー）に関する抜粋

○ 本研究所では、「バス・タクシー・鉄道の自動運転」に関する研究において、自動運転普及加速化に向
け、『技術』『環境整備』『社会デザイン』『社会的受容』の視点で提言を行っている。

○ 社会的受容に関する提言は「社会的受容の向上と利用者や地域住民の理解と協力」とし、自治
体には「地域住民も参画する公共交通サービスに関する計画づくり」の役割を求めている。

求められる役割 国
自
治
体

交
通
事
業
者

メ
ー
カ

学
術

研
究
機
関

安全性やサービスレベルの周知､情報公開､乗車体験の促進 ● ● ●

自動運転化の効果・影響の定量的提示 ● ● ●

地域住民も参画する公共交通サービスに関する計画づくり ●

安全性の周知／啓発 ●

自動運転化の効果・影響の周知／啓発 ●

出典 （一財）運輸総合研究所HP 「運輸分野における自動運転導入の効果・影響と普及加速化に関する研究調査」

１. 本調査研究について

1-3. 課題認識 ④ 本研究所における社会的受容の取扱い
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1-4. リサーチクエスチョン

1-2. リサーチクエスチョン

① 新モビリティの導入過程において、社会的受容形成に影響を及ぼす要因には、どのよう

なものがあるのか。

② 新モビリティの導入に関する社会的受容は、普及までの段階やステークホルダーによっ

てどのような違いがあるのか。

③ 新モビリティの社会的受容を形成する手法として、計画プロセスの視点からアプローチ

することが有効ではないか。

１. 本調査研究について

空

陸

ヒト モノ■ 対象とするモビリティ

ヒトからモノまで、陸から空までのすべての移動モードを対象とする。

※ 「モビリティ・ロードマップ」を策定しているデジタル庁におけるモビリティの定義を参照

※ 人流のための自動運転車のみならず、物流のための自動配送ロボットやドローンなども分析

対象とする。



1-5. 目的・検討フロー

本研究は、新モビリティ導入から普及（＊）に至る社会的受容の形成過程を多面的に分析
し、その受容構造を踏まえて、社会全体の受容性を高めるための計画的方針および実装手
法を明らかにすることを目的とする。

その上で、新モビリティ導入に関する計画プロセスを応用した枠組みを提案し、今後、自治
体が新モビリティを導入する際のサポートを図る。

■ 想定する技術レベル

想定する新モビリティの自律運行技術は、実証運行等が進み、近い将来の実用化が期待される段階にあるもの

と位置づけ、あらゆる運行リスクに対応する万能なレベルではないことを前提とする。

本研究では、技術課題の詳細な解決ではなく、社会的受容、制度設計、運用体制等に主眼を置く。

＊普及後の社会像イメージ

ヒトの移動 ： 自動運転車や空飛ぶクルマ等の無人運転サービスが日常の
交通手段として利用されている。

モノの移動 ： ドローンや自動配送ロボットが物流サービスとして整備され、
日常利用されている。

１. 本調査研究について

17

空

陸

ヒト モノ

■目的



３. 社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

4． 今後の調査研究の進め方

・ 新モビリティの社会的受容の向上に関する提言
・ モビリティ（都市・交通）計画への位置づけ、立案のガイドライン

（実装に向けたロードマップ、公共交通の通行空間の考え方）

・ 法制度・支援等のガイドラインに関する知見

18

有
識
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
・

先
進
自
治
体
訪
問
調
査

自動運転バス等の新モビリティの導入を目指す自治体と連携した検証

有
識
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

本日の報告事項

１. 本調査研究について

1-5. 目的・検討フロー

1． 本調査研究について

背景、課題認識、リサーチクエスチョン、目的、検討フロー

2． 新モビリティの社会的受容構造の整理

既往研究・文献レビュー、事例調査

社会的受容の影響要因に関する分類分析 新モビリティの社会的受容の再定義

新モビリティ導入における計画体系と市民参画の現状

社会的受容形成の検討軸とリスクの整理 複数の計画プロセスが連携した枠組みの提案

提案した枠組みに関する考察

○ 本日は、現在検討中の３章までの状況を報告する。
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2． 新モビリティの社会的受容構造の整理
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2. 新モビリティの社会的受容構造の整理

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

■ 分類分析フロー

STEP.1 既往研究や文献の抽出

・ 対象範囲 ：海外文献サイト
・ 対象期間 ：直近５年間  
・ キーワード：社会的受容、新モビリティ

抽出した論文の引用･出典
を参考に適宜文献を追加

STEP.4 社会的受容形成の影響要因の集計・分析

・ 抽出した記述がどのカテゴリに該当するかを集計整理し、モビリティや地域による違いを分析

○ 新モビリティの企画・構想から実装・普及に至るまでの一連のフェーズにおいて、社会的受容形成に
影響を及ぼす要因にはどのようなものがあるか、社会的受容の向上につながるものから阻害するも
のまで、幅広く把握する。

○ 具体的には、海外論文を中心とした文献レビューにより社会的受容形成の影響要因を抽出したうえ
で、抽出した影響要因を分類整理し、レビューした文献における取扱い状況を分析する。

STEP.3 社会的受容形成の影響要因のカテゴリ分類作成

・ 抽出した記述から、社会的受容形成の影響要因のカテゴリ分類を作成

STEP.2 社会的受容形成の影響要因の抽出

・ 新モビリティの社会的受容に関する記述を文単位で抽出
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既往研究や文献の抽出

① Science Direct（Elsevier）による論文抽出

■ 文献の抽出方法

・対象期間 ：直近5年間
・キーワード：論文のタイトルに(1)(2)の双方が含まれているものを検索

(1) 「社会的受容」に関する用語 “acceptance” OR “understanding” OR “public perception ”

(2) 「新モビリティ」に関する用語“autonomous vehicle” OR “air mobility” OR “drone” OR “delivery robot”

→2025/11/13時点で閲覧できた99編をレビュー対象として抽出 論文掲載誌：Transportation Research 等

② 自動運転と都市空間に関する論文等の追加

・①の論文の引用・出典を参考に、22編の論文やガイドラインを追加

AV
自動運転車

UA
空飛ぶクルマ

DR
ドローン

AD
自動配送ロボット

PS
公共空間

合計

62編 18編 24編 10編 5編 119編

■ 文献の抽出結果（モビリティ別の件数）

※過去の論文の内容に関する訂正事項のみが記載された文献が2件あり、件数から除外した。

STEP.1

○ 新モビリティの社会的受容に関する最新の研究動向を網羅的に把握するため、海外文献サイトから
タイトルに「社会的受容」「新モビリティ」の双方に関する用語が含まれる論文を119編抽出した。

・抽出した文献119編※について、最も中心的に言及されているモビリティに分類
・新モビリティそのものではなく、新モビリティ導入後の都市・道路空間に着目したものは、公共空間とした

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理
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影響要因の抽出

■ 影響要因の抽出方法

・人手により、一部の文献から社会的受容に関する記述を抽出（試行）
・複数のAIで抽出作業の自動化を検討し、最も人手による抽出を再現できたNotebookLMを使用して、

119編の文献から社会的受容に関する記述を文単位で抽出
✓ 抽出にあたっては、どのような影響要因についての言及が多いかを把握するため、

同様の記述が繰り返されている場合であっても、記述の都度、抽出・計上した

社会的受容形成の影響要因の抽出STEP.2

○ 抽出した119編の文献の中から、新モビリティの社会的受容に関する記述（文）を914件抽出した。

■ 影響要因の抽出結果（モビリティ別の件数）

・抽出した影響要因914件について、最も中心的に言及されているモビリティに分類
・記載元文献の分類にはよらず、文単位で改めて分類した

次ページ：影響要因一覧

AV
自動運転車

UA
空飛ぶクルマ

DR
ドローン

AD
自動配送ロボット

PS
公共空間

合計

294件 122件 156件 214件 128件 914件

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理



ズーム位置調整用

若い年齢層（19～29歳）は、パンデミック後のAV受容性が高い
所得、教育などの社会人口統計学的要因は、AVの利用意向と有意に関連している
女性は男性よりもAVs態度「うれしい」や配慮行動「見守ろう」がポジティブに高い
第1子が女性であることは、自動運転の他者の賛否意識認知に負の影響を与えるが、これは「女性は男性に比べてAVsに抵抗感がある」ことに関連している可能性がある
自己効力感（Self-efficacy）は、グローバルサウスのサンプルにおいて、快楽的動機付けの最も強力な予測因子として現れる
運転日数が増加すると、AVが社会的地位を高めるという認識（社会的イメージ: SI）も増加する
バスでの移動が好きな人は、強い車両以外の 5 車両が走行していた場合に「見守りたい」と考えることを示している
クルマでの移動が好きな人は「かわいい」「弱い」車両に対して「見守ろう」の意識が高いことが示された
家族に対して疎外感を感じている人ほど、送迎目的での自動運転マイカーの利用意向が高い
単独移動への不安を理由として送迎する人に関しては、自動運転によって道中の心配事（誘拐への不安等）がなくなることから利用意向が高くなった可能性がある
バスで送迎している人に関しては、他の手段で送迎している人に比べ、送迎に手間がかかることから利用意向が高くなった可能性が考えられる
自動運転の社会導入を図る上では、メリットのみに目を向けるのではなく、思わぬデメリットにも気を配った上で、メリットとデメリット双方を周知していくことが重要である
統一指標を作成することで、各地域における社会的受容向上施策のターゲットの明確化が可能となる
交通政策立案者は、安全性やアクセス性などの側面を考慮し、新しい交通インフラを人々に受け入れられるようにする方法を検討しなければならない
交通事故データと全国PT調査から得られた7～12歳の子供の歩行中におけるトリップ時間あたりの死傷者発生数を適切に親に伝えていくことも重要な課題である
高齢者が多い地域では、まず自動運転バスがどのようなものかというところからの高齢者への入念な周知が必要であると考えられる
外部向けHMI（ヒューマン・マシーン・インターフェース）は、車両の状況を感覚的に伝え、自動運転バスと交通参加者との信頼関係構築や親密性向上に期待できる
人間とのコミュニケーションとして、永続的な視覚的および/または音響信号、または状況に応じた視覚的および/または音響信号が挙げられる
都市部と農村部でAVに対する態度が大きく異なるため、政策立案者は将来、異なる政策アプローチを採用すべきである
AVの製造業者は、高齢者が潜在的な顧客であるため、ユーザーフレンドリーな設計に特別な注意を払うべきである
ソーシャルネットワークはPAVを促進する上で重要であり、「友人を連れてくるキャンペーン」のようなものを確立することで、PAVの知覚された楽しさ、ひいては受容につながる可能性がある
所得は居住地を通じて信頼に影響し、それがAV利用意向に影響する
教育は居住地を通じてAVの利用意向に間接的に影響を与える
AVsが既に導入されている米国の都市同士では、同じような社会的受容の傾向が見られる
日立市の回答者は、日立製作所という世界有数の電機メーカーの所在地であり、その関係者は新技術を比較的に受け入れやすいことも原因としてAVs利用意向が高い
信頼は、自律システムの受け入れの決定的な先行要因である。
信頼は、ユーザーが自動化された技術、特にAVのようなシステムを使用する可能性を決定づける重要な要素である。
信頼は、AV受容に対する最も重要な貢献要因であり、次に知覚された有用性と知覚されたリスクが続くという結果がメタアナリシスレビューで示唆されている。
技術への信頼は、「行動意図」に影響を与える最も重要な要因であり、続いて革新性、パフォーマンス期待が続く。
ユーザーがAVを使いやすいと感じる場合、AVを有用であると認識する可能性が高くなり、その結果、AV採用に対する肯定的な態度が醸成される。
肯定的な態度は、AV受容への行動意図を高める（H7を裏付け）。
技術への信頼は、AV採用への行動意図を促進する上で重要な役割を果たす。
信頼は、AVの受容に関する既存の研究において、重要な先行要因であることが繰り返し確認されている。
信頼は、自動運転車の受容に強い影響を与え、その予測力はTPBの構成概念と知覚された信頼によって確認された。

■AV（1～120）
技術が個人のパフォーマンスを向上させると信じる程度（有用性）
AVsが距離カバー能力を提供できるという認識が、受容決定に影響を与える主要な要因である
AVsが経済性、安全性、一貫性（Consistency）、快適性、リラクゼーションの全てのカテゴリで利点を提供すると考える回答者は、受容性が高い
AVがコストや環境上の利点を提供すると認識する参加者もいる
成果期待（Performance Expectancy: PE）は、行動意図（BI）に直接影響を与える
成果期待（PE）は、一貫してすべての国で行動意図に最も高い影響を与える
知覚された有用性（PU）が、自家用車ドライバー（PVDs）のAV受容意図に肯定的な予測効果を持つ特性マインドフルネスを介する経路において重要である
グリーン知覚有用性（Green Perceived Usefulness: GPU）は、環境意識（EA）の行動意図への影響を完全に媒介する
AVに対する肯定的な理由（強化された道路効率、安全性、改善されたモビリティニーズ、渋滞の緩和、環境上の利益など）は、AVに対する態度に大きな影響を与え、それが採用意図に影響する
アプリケーションを使用するために必要な労力の程度（使いやすさ/ユーザビリティ）
知覚された使いやすさ（PEOU）は、自家用車ドライバー（PVDs）のAV受容意図に肯定的な予測効果を持つ特性マインドフルネスを介する経路において重要である
AVの利用プロセスの単純さ（努力期待の低さ）は、特に高齢者にとって、望ましい利点にさらに合致する
AVの利用プロセスの単純さ（努力期待の低さ）は、衝突時に重傷を負うと感じている人にとって、望ましい利点にさらに合致する
努力期待（EE）は、AVを楽に使えると認識するメキシコの参加者において、行動意図に大きな影響を与えている
危険な運転行動をする運転者にAV利用意向を誘発したい場合、車両の学習の単純さ（努力期待の低さ）を真剣に強調すべきである
利便性（Convenience）は、シェア型自動運転車（SAVs）の選択メカニズムに影響を与える
AVsがシンガポールの公共交通機関をより安全にすると思うかという認識が利用につながる
AIナビゲーターが安全レベルを低下させることなく、ドライバーの原則や良心を置き換えることができるかという回答者の意見は、受容に大きく貢献する
交通政策立案者は、安全性やアクセス性などの側面を考慮し、新しい交通インフラを人々に受け入れられるようにする方法を検討しなければならない
安全性フェンスは、知覚される安全性に正に影響を与える
知覚された安全性（Perceived Safety: PS）は、PAVの知覚された楽しさ（快楽的動機付け）の2番目に強力な予測因子であり、その重要性が強調される
知覚される安全性は、AVの利用意向と有意に関連している
自動運転に対して肯定的な態度を示す人ほど利用意向が高い
成果期待（PE）、快楽的動機付け（HM）、促進条件（FC）がテヘラン市民のAV利用の行動意図に直接影響を与える
快楽的動機付け（HM）は、ユーザー革新性（UI）の行動意図への影響を完全に媒介する
快楽的動機付けは、AV採用において最も影響力のある要因の1つである
特性マインドフルネスは、社会的イメージ（SI）、知覚された使いやすさ（PEOU）、知覚された有用性（PU）、およびAVに対する否定的態度（NATA）を介して、PVD（自家用車ドライバー）のAV受容意図に肯定的な予測効果を持つ
心理的特性である**独自性の欲求（need for uniqueness）**は、消費者のAVに対する推論とその採用意図との間の関連性を強める
変化への開放性（Openness to Change: OC）は、消費者のAVに対する認識に影響を与え、採用意図を高める戦略を立てるのに役立つ
トラムトラックに関する知識や社会的な知識は、ELSI（倫理的、法的、社会的課題）への配慮にプラスの影響を与える
非利用者（non-users）の高いAV受容性は、マーケターが高度な機能、安全性の向上、環境上の利益に焦点を当てることを示唆する
慣れ親しみ（Familiarity: FF）は、非利用者（non-users）のAV受容性に寄与する
AV技術に精通していることは、AVs採用への関心や情報源への依存度を高める
社会的影響（Social Influence: SI）は、快楽的動機付けの最も強力な予測因子である
成果期待（PE）は、社会的影響（SI）の行動意図への影響を完全に媒介する
ソーシャルネットワーク（オンラインまたはオフライン）はPAVを促進する上で重要である
集団主義的な人々にAVの利点と恩恵を強調することで、車両の利用意図が高まる
自家用車ドライバーのAVが社会的地位を高めるという認識（社会的イメージ: SI）は、週あたりの運転日数が増加すると増加する
AV技術に対する信頼の評価は、AV利用の可能性に影響する
成果期待（PE）は、信頼（TR）の行動意図への影響を完全に媒介する
知覚される信頼は、AVの利用意向と有意に関連している
AVsシステム企業への信頼が高い場合には車両の違いは影響を与えない
仕組みを作る企業への信頼が高い場合には、「近未来」「ニュートラル」な車両が配慮行動意図「見守ろう」に効果的である
ブランド評判の重要性（BRT）は、非利用者（non-users）のAV受容性に寄与する
AVのサイバーセキュリティ規制を支持する消費者の快適さについて評価することが重要である
既存の従来車に自律技術をインストールするためのWTP（支払意思額）が高いほど、AVs採用への関心が高まる
AV技術の年間メンテナンスWTPが高いほど、AVs採用への関心が高まる
CAVでの自動化されたサービスステーション旅行へのWTPが高いほど、AVs採用への関心が高まる
公共交通インフラやサービスが不十分なグローバルサウスでは、AVは有望なモビリティソリューションとなる可能性があり、AVへの関心が高くなる
交通標識の明瞭さや交通渋滞などの道路条件は、AVの利用意向と有意に関連している
交通渋滞は居住地を通じてAVの利用意向に間接的に影響を与える
道路の広さ（Road spaciousness）は居住地を通じて知覚される利益に影響し、それがAV利用意向に影響する
自転車レーンは居住地を通じて知覚される利益に影響し、それがAV利用意向に影響する
弱いロボットのような動きやデザインの工夫を自動運転バスにも導入することで、人々の自動運転バスへの社会的受容や、交通参加者の協力行動に影響を与えるのではないか
タイヤが見えず、白くシンプルな車両は好印象を抱きやすい
窓が大きいことで景色がよく見えることはバスにおいて重要である
青のラインはアクセントになっており、一部にカラーリングされていることにより、好印象を抱きやすい
見慣れたバスだからこそ安心感があって「好き」という意見がみられた
自動運転バスにおいて、近未来的なデザインや見たことないような斬新なデザインが好まれる傾向がある
公共交通として赤い色が良いという意見が得られた（目立つため、気持ちが明るくなる）
フロント部の表情（ヘッドライトがくっきりした形でかつ、釣り目）に対して「好き」という意見がみられた
「シンプル」「かっこいい」「近未来」「かわいい」などポジティブかつ感覚的な語句は「好き」な車両の理由として挙げられる
「車両サイズが大きい」や「窓が大きい」など、バスに乗車するうえで必要とされる「性能」に関する意見は「好き」な車両の理由として挙げられる
「かわいい」車両は、AVs態度（「うれしい」）や配慮行動意図（「見守ろう」「譲ろう」）に影響を与える可能性が示唆される
「弱い」車両は、AVs態度（「うれしい」）や配慮行動意図（「見守ろう」「譲ろう」）に効果があると示唆される
実体験（Real experience）は、選好に影響を与える
ビデオ体験（Video experience）は、選好に影響を与える
自動運転バスへの接触度が高いほど車両に対する好感度が高いと言える
乗車経験がある群は乗車経験が無い群に比べ自動運転バスに対する心理尺度が高い傾向がある
自動運転バスを見たことがある群は無い群に比べ各心理尺度の平均値が高く、自動運転バスに対する態度や配慮行動意図と接触度には関係がある
高齢者はAVの潜在的な顧客であるため、製造業者はユーザーフレンドリーな設計に特別な注意を払うべきである
若年層（Z世代またはY世代）は利用意図が高い
若い年齢層（19～29歳）は、パンデミック後のAV受容性が高い
所得、教育などの社会人口統計学的要因は、AVの利用意向と有意に関連している
女性は男性よりもAVs態度「うれしい」や配慮行動「見守ろう」がポジティブに高い
第1子が女性であることは、自動運転の他者の賛否意識認知に負の影響を与えるが、これは「女性は男性に比べてAVsに抵抗感がある」ことに関連している可能性がある
自己効力感（Self-efficacy）は、グローバルサウスのサンプルにおいて、快楽的動機付けの最も強力な予測因子として現れる
運転日数が増加すると、AVが社会的地位を高めるという認識（社会的イメージ: SI）も増加する
バスでの移動が好きな人は、強い車両以外の 5 車両が走行していた場合に「見守りたい」と考えることを示している
クルマでの移動が好きな人は「かわいい」「弱い」車両に対して「見守ろう」の意識が高いことが示された
家族に対して疎外感を感じている人ほど、送迎目的での自動運転マイカーの利用意向が高い
単独移動への不安を理由として送迎する人に関しては、自動運転によって道中の心配事（誘拐への不安等）がなくなることから利用意向が高くなった可能性がある
バスで送迎している人に関しては、他の手段で送迎している人に比べ、送迎に手間がかかることから利用意向が高くなった可能性が考えられる
自動運転の社会導入を図る上では、メリットのみに目を向けるのではなく、思わぬデメリットにも気を配った上で、メリットとデメリット双方を周知していくことが重要である
統一指標を作成することで、各地域における社会的受容向上施策のターゲットの明確化が可能となる
交通政策立案者は、安全性やアクセス性などの側面を考慮し、新しい交通インフラを人々に受け入れられるようにする方法を検討しなければならない
交通事故データと全国PT調査から得られた7～12歳の子供の歩行中におけるトリップ時間あたりの死傷者発生数を適切に親に伝えていくことも重要な課題である
高齢者が多い地域では、まず自動運転バスがどのようなものかというところからの高齢者への入念な周知が必要であると考えられる
外部向けHMI（ヒューマン・マシーン・インターフェース）は、車両の状況を感覚的に伝え、自動運転バスと交通参加者との信頼関係構築や親密性向上に期待できる
人間とのコミュニケーションとして、永続的な視覚的および/または音響信号、または状況に応じた視覚的および/または音響信号が挙げられる
都市部と農村部でAVに対する態度が大きく異なるため、政策立案者は将来、異なる政策アプローチを採用すべきである
AVの製造業者は、高齢者が潜在的な顧客であるため、ユーザーフレンドリーな設計に特別な注意を払うべきである
ソーシャルネットワークはPAVを促進する上で重要であり、「友人を連れてくるキャンペーン」のようなものを確立することで、PAVの知覚された楽しさ、ひいては受容につながる可能性がある
所得は居住地を通じて信頼に影響し、それがAV利用意向に影響する
教育は居住地を通じてAVの利用意向に間接的に影響を与える
AVsが既に導入されている米国の都市同士では、同じような社会的受容の傾向が見られる
日立市の回答者は、日立製作所という世界有数の電機メーカーの所在地であり、その関係者は新技術を比較的に受け入れやすいことも原因としてAVs利用意向が高い
信頼は、自律システムの受け入れの決定的な先行要因である。
信頼は、ユーザーが自動化された技術、特にAVのようなシステムを使用する可能性を決定づける重要な要素である。
信頼は、AV受容に対する最も重要な貢献要因であり、次に知覚された有用性と知覚されたリスクが続くという結果がメタアナリシスレビューで示唆されている。
技術への信頼は、「行動意図」に影響を与える最も重要な要因であり、続いて革新性、パフォーマンス期待が続く。
ユーザーがAVを使いやすいと感じる場合、AVを有用であると認識する可能性が高くなり、その結果、AV採用に対する肯定的な態度が醸成される。
肯定的な態度は、AV受容への行動意図を高める（H7を裏付け）。
技術への信頼は、AV採用への行動意図を促進する上で重要な役割を果たす。
信頼は、AVの受容に関する既存の研究において、重要な先行要因であることが繰り返し確認されている。
信頼は、自動運転車の受容に強い影響を与え、その予測力はTPBの構成概念と知覚された信頼によって確認された。
信頼は、パフォーマンス期待、努力期待、社会的影響、促進条件、快楽的動機付け、価格価値といったUTAUT2のオリジナル要因と同等に重要である。
AVのパフォーマンスに対する信頼は、AVに対する態度 (ATT) に肯定的な影響を与え (β = 0.592, p < 0.001)、利用の行動意図 (BI) にも有意な肯定的な予測因子である (β = 0.294, p < 0.05)。
AVのパフォーマンスに対する信頼が確信されると、消費者はより高度なニーズ（例：より速いサービス速度やより大きなテストエリア）を求めるようになる。
AVのパフォーマンスに対する信頼は、AVが安全性の問題を避けるために外部の複雑な環境要因に対処できるという個人の信頼を指す。
AV機関に対する信頼は、AVパフォーマンスへの信頼と有意に相関している (β = 0.674, p < 0.001)。
AV機関に対する信頼とは、政府、社会、または保険業界が消費者の権利を保護するためのルールや規制を提供できるという個人の信頼度を指す。
知覚された有用性、知覚された使いやすさ、特に知覚された信頼は、AVを使用する意図に有意に影響を与えることが確認された。
**知覚された有用性（AV usefulness）**は、個人のAVの利点、恩恵、用途に対する認識の兆候であり、究極的にはAVに対するより肯定的な感情を示す。
パフォーマンス期待は「行動意図」と有意に正の関係を持つ。
パフォーマンス期待は、IPMA分析において重要度で3番目に高く、パフォーマンスでも4番目に高い指標であった。
経験豊富な車両機能に慣れるにつれて、人々はより高度な、おそらく自律的な運転機能を試すことを好むため、アダプティブ・クルーズ・コントロールや自動緊急ブレーキを備えた車両を持つ人々は、AV採用への関心が高い。
知覚された有用性は、利便性、効率性、適応性の観点からAVが有用であるとユーザーが認識する場合、AVに対する好意的な態度を形成する可能性が高まり、これが行動意図を直接高める。
有用性が受容意図に及ぼす影響は、高齢者グループで有意な正の影響を与える。
有用性は、高齢者がより上手に、より効率的に、より安全に運転するためにAVが有用であるという認識を指す。

■AV（121～240）
長距離レクリエーション旅行のためにAVを利用する意図は、旅行/移動費用が高い人々の間でより大きいという正の相関があった。
旅行に子供が同乗している個人はAV採用への関心が高い。これは、車内で子供の世話をしながら旅行時間の生産性を最大化したいという願望を反映している可能性がある。
知覚された使いやすさ、知覚された有用性、特に知覚された信頼は、AVを使用する意図に有意に影響を与えることが確認された。
努力期待は「行動意図」に正の影響を与える（H3を支持）。
努力期待は、農村住民のAV利用への「知覚された楽しさ」にも正の影響を与える（H4を支持）。
努力期待は、知覚された使いやすさに加えて、AV受容の行動意図を高める。
努力期待は、技術への信頼を予測する上で有意な正の影響を持つ（H1dを支持）。
努力期待は、SAVに対する受容に直接的な正の影響を持つ（H2dを支持）。
努力期待は、AVシステムを簡単で直感的な制御に設計する上で、非常に重要な要因である。
知覚された使いやすさは、AVの受容に正の影響を与え、特に若年層のAV採用への関心を高める。
社会的影響は、AVの採用への行動意図に有意な正の影響を与える (β = 0.087, p < 0.001)。
社会的影響は、信頼と使いやすさの認識を積極的に形成する。
社会的影響は、AV採用の決定において、重要な人々の影響や社会的なネットワークの全体的な影響を測定する。
社会的影響は、SAVに対する受容に直接的な正の影響を持つ（H2fを支持）。
社会的影響は、技術への信頼に直接的な正の影響を持つ（H1fを支持）。
社会的影響は、信頼と行動意図の関係において、調整効果を持つことがわかった。
社会的影響の構成概念は、AVsの採用への行動意図の予測因子として検証された。
社会的支援は、AV受容と正の関連がある。
知覚された社会的支援は、高齢者に対してのみAV受容を有意に予測した。
社会的支援をより多く受けている個人は、日常生活の用具的な活動（Instrumental Activities of Daily Living）で何らかの援助を受けている可能性があり、その結果、他の分野（すなわち交通）での援助を受け入れ、AVを使用する意欲が高まる可能性がある。
社会的影響は、AVの受容意図に有意な正の影響を与えることが確認された。
社会的影響は、AVに対する適合性に強い正の影響を与えることが確認された。
道路交通セキュリティは、農村住民の受容に対する最も強い先行要因の一つであった。
道路交通セキュリティは、農村交通シナリオでAVが安全な運転を提供できる程度を指す。
道路交通セキュリティは、行動意図に正の影響を与える（H5を支持）。
技術の信頼性は、農村住民の受容に対する最も強い先行要因の一つであった。
技術の信頼性は、行動意図に正の影響を与える（H6を支持）。
技術の信頼性は、道路交通セキュリティに非常に強い正の影響を与える（H7を支持）。
知覚された安全は、AV受容の「行動意図」に対して相対的に重要度で4番目に高かった。
知覚されたリスクは、AVに対する信頼に対して負の影響を持つ。
知覚されたリスクは、行動意図に有意な負の影響を与える。
プライバシーの損失は、農村住民のAV利用意図に負の影響を与える（H8を支持）。
プライバシーの損失は、技術の信頼性に負の影響を与える（H9を支持）。
説明可能性は、AVの行動についてのリアルタイムな説明を提供することが実行可能であることを参加者に示すよう設計された。
説明可能性は、AIの意思決定に対して説明を提供することが、透明性を高める一つの方法である。
運転者がAVの行動に関する説明を受けると、AVをより知的であると評価する傾向があった。
**知覚された説明可能性（PE）**は、知覚されたインテリジェンス（PI）に正の影響を与えることが仮定されている。
知覚された説明可能性は、知覚されたインテリジェンス、信頼、受容の形成において決定的な役割を果たす。
知覚されたFAT（PFAT）は、信頼に正の影響を与えることが仮定されている。
知覚されたインテリジェンス（PI）は、信頼に正の影響を与えることが仮定されている。
適合性は、AVの受容意図に有意な正の影響を与えることが確認された。
社会的影響は、AVに対する適合性に強い正の影響を与えることが確認された。
快楽的動機付けは、AV利用への「行動意図」の影響力のある予測因子として浮上し、AVを使用する際の楽しさや喜びの側面の重要性を明らかにしている。
知覚された楽しさ（Perceived enjoyment）は、AV受容の有意な予測因子であった。
運転の楽しさは、AVへの意図に関して検討された3つの潜在変数の一つである。
運転の楽しさは、車両を手動で運転する際の個人の楽しさやストレスレベルを測定する。
快感は、完全自律走行車に対する一般市民の受容に影響を与える要因として探求された。
AVの運転の楽しさは、知覚された使いやすさを減少させる。
革新性は、AV受容の「行動意図」に対する相対的重要度で2番目に高かった。
タスク・技術適合性は、AVの受容において、AVパフォーマンスへの信頼を媒介することが示唆され、消費者が利便性や移動の質などのより高度な利益を求めていることを示している。
タスク・技術適合性は、AV利用の行動意図に有意な負の影響を与える（β = -0.093, p < 0.001）。
タスク・技術適合性は、AVパフォーマンスに対する信頼（TP）を負に媒介することが示唆されているが、これはTPがBIに正の影響を与えるのとは対照的である。
一般市民は、速度、財政的コスト、使いやすさに関連するTTFの指標にいくらか注意を払っている。
価格とコストは、共有型AVに対する一般市民の懸念を構成する主要なトピックの一つであった。
長距離レクリエーション旅行のためにAVを利用する意図は、旅行/移動費用が高い人々の間でより大きい。
価格価値は、UTAUT2のオリジナル要因の一つであり、AV採用への「行動意図」の予測因子として検証された。
価格感度は、統合モデルに含めるために選択された5つの要因の1つであった。
AV購入の意欲の構成概念が、若年層のAV受容モデル（AVAM）に組み込まれた。
AV購入の意欲は、全体的な関心にもかかわらず、若年層のユーザーの間で金銭的な慎重さを示唆する可能性がある、わずかに低い平均スコアであった（M = 4.8）。
不安は、AVを使用する可能性が不安の増加に応じて減少することが研究者によって示されている。
不安は、完全自律走行車に対する一般市民の受容に影響を与える要因として探求された。
特性不安は、自動運転車の受容に影響を与えることが示唆されている。
運転の楽しさは、AVの受容を形成する要因として検討された。
AVで時間をより効率的に使いたいという意欲は、利用意図に有意な正の影響を与える。
知覚された時間の価値は、行動意図に有意な負の影響を与える。
知覚された時間の価値が行動意図に及ぼす負の影響は、中年および高齢者でより大きい。
知覚されたAV乗り物酔いは、行動意図に及ぼす影響が検討された。
好奇心は、信頼と使いやすさの認識を積極的に形成する。
好奇心の構成概念は、AVsの採用への行動意図の予測因子として検証された。
事前の知識は、AV受容に対する高齢者の知覚された使いやすさに有意な正の影響を与えることが確認された。
運転経験は、AVの意図、より多くのAV旅行、より長いAV旅行と負の関連があることが判明した。
運転経験は、知覚された有用性に負の影響を与え。
知覚された運転能力（SPDA）が低いほど、AV受容の評価が高くなることと関連していた。
知覚された運転能力（SPDA）は、高齢者に対してのみAV受容を有意に予測した（β= -0.021*, p <.05）。
若年層は、中年および高齢者と比較して、全体的にAV受容スコアが高い。
年齢が34歳を超える個人は、若年層（18～34歳）と比較して、より多くのレクリエーション旅行でAVを使用する意図が高かった。
中年層（35～64歳）は、若年層（18～34歳）と比較して、より長いAV旅行を好む傾向が高かった。
学生（パートタイムおよびフルタイム）は、非学生と比較して、AV採用への関心が高く、より多くおよびより長いAV旅行を使用する意図が高かった。
教育レベルが高いほど、AV受容の評価が高くなることと関連していた。
世帯車の保有台数が多いほど、AVを採用し使用する嗜好が低かった。
促進条件の構成概念は、AVsの採用への行動意図の予測因子として検証された。
促進条件は、技術の使用に必要なリソースと知識の存在を指す。
促進条件は、ユーザーインターフェースが年配のユーザーや技術的な専門知識が限られたユーザーのために簡素化される必要がある。
促進条件は、多言語サポート、特にアラビア語が、広範な採用のために不可欠である。
AVs導入により、交通事故や犯罪に巻き込まれることへの不安が高まってきている。
子どもにおつかいに行かせなかった理由として、「子どもが交通事故に巻き込まれないか心配だった」を挙げる親が増加している。
サンフランシスコで発生した事故は、歩行者という誰でも当てはまる状況で発生したため、当事者意識が刺激され、自らが事故を避けられるか否かというリスク認知に影響を与えた。
事故リスク（Accident risk）は、受容の態度や行動意図に負の影響を与える要因である。
AV安全性への知覚された懸念（Perceived concern about AV safety）は、AV受容に強い（負の）予測因子である。
ドアがない車両は、危険性や機能性の面で不安視する意見が伺えた。(No.24 AURO)

ドアがないことで、危険な感じがする、事故を起こしたら大けがだと感じた。(No.24 AURO)

むき出しすぎる、安心感がない、落ちるかもしれないなど、安全性を指摘する声が見られた。(No.2 YAMAHAゴルフカート)

AVが複雑な交通状況や予期せぬ交通状況を自分（人間）よりも悪く管理すると考える項目（PR2）がある。
知覚されたリスク（PR）は、AVが複雑な交通状況や予期せぬ交通状況を自分（人間）よりも悪く管理する（PR2）という項目において、標準化された因子負荷量が低い (0.623)。
SAV機器・システム障害（SAV equipment and system failures）は、受容の態度や行動意図に負の影響を与える要因である。
AV技術に対する信頼（Trust）は、快楽的動機付けに有意な貢献をしない。
AVに対する否定的な理由には、制御の喪失、技術的な故障が含まれ、AVに対する態度に有意な負の影響を与える。
立往生などのトラブルが生じた場合には、エクステリアの違いはイライラ度に影響を与えないが、システムの改善や素早い対応が最優先である。
Denial-of-service（サービス拒否攻撃）のリスクがある。
リレーアタックが現代の車のキーレスエントリーシステムに対して行われた。
ランサムウェアや恐喝ウェアの脅威がある。
コネクテッド/自動運転車に対するサイバー攻撃のリスクが存在する。
個人情報（PII）の収集、処理、保存に関して、消費者はGDPRなどの規制にもかかわらず、まだ保護のギャップが存在すると懸念している。
サイバー犯罪の増加とPIIへの影響が、消費者のAVに対する懸念を高めている。
個人情報の開示（Disclosure of personal information）は、受容の態度や行動意図に負の影響を与える要因である。
倫理的・道徳的ジレンマ（Ethics, autonomous, vehicles, moral, political, decision-making, driving）の課題がある。
AVは、子供やバイク乗りのような弱い当事者を犠牲にするか、自車の乗員を犠牲にするかの決定をしなければならない。
AVに対する否定的な理由には、法的・倫理的な問題が含まれ、AVに対する態度に有意な負の影響を与える。
責任の所在を人間のドライバー/ユーザーに置く場合（ベースケースの道路交通管理者から変更する場合）、AV受容性は低くなる。
従来の車を運転する楽しさ（Personal Driving Enjoyment）は、グローバルサウスのサンプルにおいて、快楽的動機付け（楽しさ）に小さな負の影響を与える。
従来の車を運転することを楽しいと感じている女性回答者は、AVを楽しいと感じる可能性が男性参加者よりも低い。
AVに対する否定的な理由（Reasons Against AVs）は、AVに対する態度に有意な負の影響を与える。
自動運転車全体について「恐ろしいと思う」という回答が、米国調査（40%程度）では日本（日立市 20.5%、十和田市 24.7%）よりも高い。
知覚されたリスクは、AV利用の行動意図に間接的に負の影響を及ぼす。
他の道路利用者との相互作用（Interactions with other road users）に関する懸念が、受容の態度や行動意図に負の影響を与える要因である。
交通渋滞は居住地を通じてAVの利用意向に間接的に負の影響を与える。
道路の広さ（Road spaciousness）や自転車レーンが不足していることが、知覚される利益に影響し、AV利用意向を阻害する。
AVに対する否定的な理由には、インフラの準備不足が含まれ、AVに対する態度に有意な負の影響を与える。
AVs導入により、保護者にとって子どもとの貴重なコミュニケーションの機会が減ることを懸念する層がいる。
送迎中の親子コミュニケーションの減少を指摘された際、送迎目的での完全自動運転マイカーの利用意向が有意に減少しただけでなく、自動運転マイカー全体の社会的受容性、利用意向、購入意図も有意に減少した。

■AV（241～294）
コミュニケーション減少可能性の指摘により、対象者が「自動運転には自分が知っていることのほかにも思わぬデメリットが存在するのではないか」と感じたことが原因である可能性がある。
嫌いな車両の特徴として、通常のバスみたい、ゴルフカートみたい、派手、狭い、雨に濡れる、黒い、危ない、ダサいとの意見が見られた。
ゴルフカートのような車両は、冬に寒そう、雨に濡れそうなど、実用性を指摘する声が見られた。(No.2 YAMAHAゴルフカート)

車幅に対し車高の低いバスの形（背が低い、天井が低い）は、あまり好まれないことが考えられる。(No.3 Origin)

黒の面性が大きすぎてちょっと怖い、真っ黒だから、窓が黒いので外をよく見えないからなど、車両が黒いことでネガティブ印象を受ける意見が見られた。(No.10 Apolong)

派手なラッピングは個人の好みによって、車両の「好き/嫌い」が大きく左右される。(No.17 ARMAカラフル)

乗用車やタクシーに似たような見た目に対し、自動運転バスは今までにない形を求めているのではないかと考えられる。(No.27 Polaris)

AVに対する否定的な理由には、高コストが含まれ、AVに対する態度に有意な負の影響を与える。
AVの実車に馴染みがないことが、未知性認知（AVについてよく知らない）を高め、受容を阻害していると考えられる。
高齢者が多いため、自動運転システムについて全く想像がついていないことが考えられる。
世帯車両所有率（大人1人あたりの車両台数）が高いと、AV受容に負の影響がある。
教育水準が低い（高校/専門学校以下）と、レベル3, 4, 5のAV受容性が低くなる。
大学/学部生はAV受容性が低くなる。
AVsの使用や採用に関連する懸念や心配を指す**AV懸念 (AV concern)**は、個人の態度に影響を与える要因の一つである。
AV懸念は、データプライバシーとセキュリティ、事故における法的責任の不確実性、およびAVセンサーの設計に関する個人の認識によって形成される。
知覚されたリスクは、AVの採用への行動意図に有意な負の影響を与える。
知覚されたリスクは、AVシステムに対する信頼に負の影響を与える。
知覚されたリスクは、UTAUT2モデルを拡張した統合モデルにおいて、行動意図の予測因子として重要度が最も低い要因の一つであった。
知覚されたリスクは、AVの受容に関する既存の研究で頻繁に検討されている追加の要因の1つである,。
知覚されたリスクの構成概念は、AVAMに組み込まれ、AVの採用への意図に対する主要な障壁の一つであることが示された,。
不安（anxiety）の増加に応じて、AVを使用する可能性が減少することが示されている。
参加者は、複雑な状況でのAVの混乱、人間が運転する車よりAVが運転が下手になること、予期せぬ挙動、歩行者や自転車とのやり取り、悪天候下での性能について心配している。
AVの故障が事故につながる可能性があることを心配している。
AVシステムが安全に緊急事態に対処できないことを心配している。
知覚された安全リスク（PSR）は、AV受容の「行動意図（BI）」と「信頼（Trust）」の両方に対して負の相関を持つことが示されている。
技術の信頼性がAV受容の強い先行要因である一方で、信頼性の欠如は受容を阻害する要因となり得る。
プライバシーの損失 (Loss of Privacy, LOP) は、農村住民のAV利用意図に負の影響を与える (H8を支持)。
プライバシーの損失は、技術の信頼性にも負の影響を与える (H9を支持)。
AVが私の個人情報を許可なく他の目的に使用することを懸念している。
AVが私からあまりにも多くの個人情報を収集することを懸念している。
AVが私の個人情報を許可なく他のエンティティと共有することを懸念している。
プライバシーの懸念の項目は、AVの使用が容易に監視されることへの不快感、追跡されることによるプライバシー侵害の可能性、およびプライベートデータが誤用されることへの懸念を含んでいる。
AV懸念は、データプライバシーとセキュリティに関する個人の認識によって形成される。
自律走行車の費用が購入を検討する上で最も重要なことになると回答した項目（SCASのコスト次元）は、他のすべての項目と体系的な負の相関を持つことが観察された。
価格とコストは、共有型AV (SAV) に対する一般市民の懸念を構成する支配的なトピックの一つである。
料金、価格、いくらかかるか、開始価格、駐車料金、高すぎるといった費用に関連するキーワードがソーシャルメディア分析で抽出された。
若年層ユーザーの**AVを購入する意欲 (Willingness to pay)**の平均スコアがわずかに低かった（M = 4.8）という事実は、全体的な関心にもかかわらず、金銭的な慎重さを示唆している可能性がある。
運転経験は、AVの採用への意図、より多くのAVトリップ、より長いAVトリップと負の関連があることが判明した。
運転経験がAVの知覚された有用性に負の影響を与えることが確認された。
運転の楽しさは、AVを使用する意図を予測するために検討された要因の一つであった,。
運転の楽しさは、知覚された使いやすさを減少させることが示された。
知覚された時間の価値は、AV採用の行動意図に有意な負の影響を与える。
知覚された時間の価値が行動意図に及ぼす負の影響は、中年および高齢者でより大きい。
**乗り物酔い（Perceived AV motion sickness）**の影響が、行動意図に与える影響を調査するためにモデルに組み込まれた。
高齢者は、若年成人（$¥bar{x}=4.33$）と比較して、全体的なAV受容スコアが低かった（$¥bar{x}=3.64$）。
年齢がAV受容に与える影響は有意であり、すべての8つのAV受容副次元（信頼、コスト、互換性、楽しさ、有用性、使いやすさ、自動化の経験、利用意図）でも同様の年齢関連の差が見られた。
世帯車の保有台数が高いほど、AVを採用し使用する嗜好が低かった。
障害を持つ人々と人種的マイノリティは、それぞれ調査研究の**10%と20%**でしか含まれていない。
人種の包含率が低い（20%）のは、人種が主に米国の懸念事項であるため、調査対象記事の27%しか米国人口を対象としていないことから説明できる。
教育レベルが低かったり、技術的専門知識が限られているユーザーのために、コントロールインターフェースが簡素化される必要がある。
共有型AV (SAV) に関するパブリックディスコースの支配的なトピックとして、自動化による失業が浮上し、ドライバーや低所得労働者間の労働者代替への不安を反映している,。
AV懸念は、事故における法的責任の不確実性に関する個人の認識によって形成される。
AVシステムが人間中心の設計ではない場合、平均的な運転行動から逸脱する人間の運転行動を持つ人々には受け入れられない可能性がある。
社会文化的違いによって、運転行動や安全行動が異なり、ある国のAVの行動プロファイルが、交通規則を遵守しない攻撃的なドライバーが多い国では全く受け入れられない可能性がある。

■UA（451～572）
運賃が最も重要な属性として浮上し、全体の重要度の33.4%を占めている。
運賃は、インビークル移動時間やアウトオブビークル移動時間といった空港アクセス属性に直接関連する要因の中で、人々の受容性に著しく影響を与える。
費用はUAM採用において最も影響力のある要因である。
政策立案者は、UAMの魅力を高めるために、時間関連要因（移動、待ち時間）の短縮とコスト（移動、アクセス）の最小化に優先順位を置くべきである。
価格価値（Price Value）は、自律型旅客ドローンの利用意図に有意な主要効果を持つ。
UAMは、従来の交通手段と比較して相対的に低コストでの導入が可能となる場合がある。
経済合理性（運賃）の観点から「空飛ぶクルマ」が高く評価されることが期待される。
顧客知覚価値（Customer Perceived Value, CPV）は、公共交通としてのUAMの利用行動意図（BI）に支持された影響を与える。
機能的価値（Functional Value, FV）は、顧客知覚価値（CPV）に強い正の影響を与え、ひいては公共交通としてのUAMの利用行動意図（BI）に影響する。
救命医療や災害対応などの公益性や緊急性が高いユースケースについては、いわゆる「公益負担」が検討されるべきであり、それに対して、高付加価値のビジネスユースや観光等のプライベートユースについては、いわゆる「受益者負担」が検討されるべきである。
「空飛ぶクルマ」の「社会受容性」を向上させるためには、「空飛ぶクルマ」を利用することで「利益を受ける者（受益者）」と「損失をこうむる者（被損失者）」の間の**「非対称性（Asymmetry）」をどのように小さくできるか**ということが常に意識されるべきである。
UAMは、都市部における地上レベルの交通渋滞を緩和し、より速く効率的な移動手段を提供する可能性がある。
UAMはより速い地点間移動を提供し、特に人口密度の高い都市部で移動時間を大幅に短縮できる。
移動時間（Travel Time）はUAM採用において最も影響力のある要因である。
移動時間（In-Vehicle Travel Time）は、運賃、車外移動時間とともに、属性の優先順位付けを示す正のBWnormスコアを受け取った。
移動時間、待ち時間、運賃、乗り換えの利便性など、基本的な空港アクセス属性が、潜在的な利用者の優先順位の中で、分化した空港ターミナルサービスよりも優先されていることを示している。
UAMは道路のような広範な地上インフラを必要とせず、異なる都市景観に適応可能である。
知覚された有用性（Perceived Usefulness, PU）は、利用態度（ATT）と利用意図（BI）に有意な影響を与え、UAMの受容において重要である。
性能期待（Performance Expectancy, PE）は、UAMの利用意図（IU）に有意な正の影響を与え、利用意図の最も強力な予測因子の一つである。
知覚された有用性（PU）は、初期信頼（IT）の決定要因の一つである。
知覚された有用性（PU）は、態度（ATT）に正の影響を与え、仮説が支持された。
知覚された容易性（Perceived Ease of Use, PEU）は、知覚された有用性（PU）に正の影響を与え、UAMの受容において重要である。
努力期待（Effort Expectancy, EE）は、初期信頼（IT）に正の影響を与える。
初期信頼（Initial Trust, IT）は、知覚された容易性（PEU）と知覚された有用性（PU）を通じて、態度に間接的に影響を与え、UAMの受容における基礎的な要因として浮上している。
初期信頼（IT）は、UAMの利用意図（IU）の最も強力な予測因子の一つであり、利用意図に有意な正の影響を与える。
技術への信頼（Trust in technology, TT）は、公共交通としてのUAMの利用行動意図（BI）に支持された影響を与える。
機能的価値（FV）、感情的価値（EV）、社会的価値（SV）は、技術への信頼（TT）に支持された影響を与える。
信頼性（reliability）は、自律型旅客ドローンにおけるAIシステムの利用意図（intention to use）に影響を与える。
構造的保証（Structural Assurance, SA）は、初期信頼（IT）に正の影響を与える。
技術信念（Technology Belief, TB）は、初期信頼（IT）に正の影響を与え、UAMの受容において基礎的な要因である。
安全性は、社会が懸念を抱く最も重要な要因である。
政策立案者は、UAMの魅力を高めるために、高い安全基準を確保することに優先順位を置くべきである。
知覚された安全性（Perceived Safety, PS）は、初期信頼（IT）に正の影響を与える。
知覚された安全性（PS）は、知覚された有用性（PU）と態度（ATT）を介して、利用行動意図（BI）に間接的な支持された影響を与える。
知覚されたリスク（Perceived Risk, PR）は、初期信頼（IT）に負の影響を与え、UAMの受容において基礎的な要因である。
不安（Anxiety）は、UAAVsの利用意図（Intention to use）に有意な負の影響を与える。
安全性や騒音等について定められている社会的な規制を満たすための技術的な解決が最優先で取り組まれるべきである。
態度（Attitude toward using, ATT）は、UAMの利用意図（BI）に強い正の影響を与え、利用意図の最も強力な予測因子である。
感情的価値（Emotional Value, EV）は、顧客知覚価値（CPV）と技術への信頼（TT）に支持された影響を与える。
快楽的動機（Hedonic Motivation）は、自律型旅客ドローンの利用意図に有意な主要効果を持つ。
ヘドニック信念（Hedonic belief）（喜びや楽しみといった感情的な意思決定）は、UAMの採用行動を促進する。
社会的影響（Social Influence, SI）は、UAMの利用意図（IU）に有意な正の影響を与え、利用意図の最も強力な予測因子の一つである。
社会的影響（SI）は、初期信頼（IT）に正の影響を与える。
社会的価値（Social Value, SV）は、顧客知覚価値（CPV）と技術への信頼（TT）に支持された影響を与える。
ニュースメディアの注目（News media attention）は、自律型旅客ドローンの利用意図に有意な主要効果を持つ。
円滑化条件（Facilitating Conditions, FC）は、UAMの利用意図（IU）に有意な正の影響を与え、利用意図の最も強力な予測因子の一つである。
潜在的なUAMのMaaSへの統合は、UAMの社会受容性向上につながる「機会」の一つとして、最も頻繁に特定されている。
UAMがMaaSに組み込まれることにより、他の交通機関と連携して、利用者に最適な移動手段を提供し、地域社会の交通インフラを豊かにしていくことが期待される。
機体やインフラ等の安全性、情報セキュリティ、騒音の大きさをはじめ、全国一律に、あるいは国際的に最低限の水準が満たされなくてはならない項目については、国が規制を行うべきである。
相互運用性、効率性を保証し、拡張性を高めるため、規制調和のツールとしての国際的な標準化の構築が不可欠である。
データ駆動型ガバナンスの導入は、交通管理の最適化、安全性の向上、運航効率の向上に貢献する。
電動またはハイブリッドUAM車両は、従来の地上交通と比較して、大気汚染と温室効果ガス排出量の削減に貢献する可能性がある。
「空飛ぶクルマ」の要素技術、サービスの提供などについて、国や自治体の掲げるエネルギー政策や脱炭素政策、さらに国際約束に基づく脱炭素の取り組みに適合的な規制を行う。
環境意識（Environmental Awareness, EA）は、UAMの利用意図（BI）に正の影響を与える。
温室効果ガスの排出量を「カーボンフットプリント」の観点に照らして調査し、その情報を可能な限り開示している（ことが重要である）。
社会実装に伴い、特定の地区や人々に負担や受益が偏っていないか確認し、公平性の観点からも調整を行う必要がある。
反対派の住民にも丁寧に説明を行い、反対派の住民にも便益（ベネフィット）があるような形で関係者の合意形成がなされるように、最大限の努力がなされるべきである。
「空飛ぶクルマ」の社会実装に向けたプロセスが、より民主的で開かれた、透明性の高いものになることが期待される。
非専門家である住民も代替案を検討できるよう、アカデミア等を活用して技術支援を提供し、事業者と市民が対等に議論できる環境を整えることもあらかじめ配慮が必要な点である。
プライバシーは、社会が懸念を抱く重要な要因である。
住居など私的空間が空飛ぶクルマから覗き見られないよう配慮して空飛ぶクルマの設計や運航を行う。
「空飛ぶクルマ」の位置情報や乗客情報の利用・提供のあり方について、安全の確保とプライバシーの保護の調整を図りつつ、必要な法整備やガイドラインの策定を行うことが求められる。
知覚されたプライバシーリスク（Perceived Privacy Risk, PPR）は、初期信頼（IT）に負の影響を与え、UAM受容を抑制する。
サイバー攻撃のリスクを見据え、サイバーセキュリティ（情報の機密性・完全性・可用性）の確保も求められる。
サイバーセキュリティ対策は、空飛ぶクルマの社会実装に伴うセキュリティリスクへの対応として不可欠となる。
若い個人（34歳以下）は、UAMの楽しい側面に、より注意を払うことがわかった。
高所恐怖症（Acrophobia）を持つ人は、eVTOLに乗ることを避け、車を好む傾向があるため、UAMの採用行動を抑制する。
個人の革新性（Personal Innovativeness, PI）は、態度（ATT）に正の影響を与える。
科学分野の経歴を持つ個人は、技術信念がより高いことが明らかになっており、これはUAM採用に対するより好意的な態度を示唆している。
伝統的建造物群保存地区や重要文化財、世界遺産など、空飛ぶクルマの飛行により、景観や騒音の面で悪影響が生じる地区への影響を評価することが重要である。
畜産や酪農など、飛行物や音に対して敏感な第一次産業の事業者の存在の有無の確認と影響の評価を行う必要がある。
国定公園および国立公園の上空の飛行に関する影響を評価する必要がある。
ポート周辺やコリドー周辺など高頻度で空飛ぶクルマが飛行することが想定される地区住民と協議を行う。
UAMは、救急医療、災害対応の分野において、利点を最大限に活かせる仕組みを構築することが重要である。
救命医療や災害対応などの公益性や緊急性が高いユースケースについては、いわゆる「公益負担」が検討されるべきである。
UAMの採用を阻害する要因として、航空交通管理や衝突回避に関連する安全性への懸念が挙げられる。
社会の疑いのない受け入れは、潜在的に危険なデバイスが市民の頭上を飛行することに伴う、事故時のリスクを内包している。
知覚された安全性（Perceived safety, PS）は、UAAVs（都市型自律型航空機）の利用意図に有意な影響を与えない（β = − 0.009）。
知覚された安全性リスク（Perceived Safety Risk, PSR）は、初期信頼（IT）に負の影響を与える（β = -0.123）。
不安（Anxiety）は、UAAVsの利用意図に有意な負の影響を与える（β = -0.060, p < 0.05）。
高所恐怖症（Acrophobia）はeVTOLの効用（Utility）に負の符号で現れており、高所恐怖症の人はeVTOLでの搭乗を避ける傾向にある。
高所恐怖症の人はeVTOLを避けるため、カー（車）を好ましい移動手段として選択する傾向がある。
UAMの採用を阻害する要因として、高い初期コストとR&D投資が挙げられる。
運賃の妥当性といった様々な懸念に対処しなければならない。
UAM利用の行動意図に対する旅行費用は負の符号を持ち、利用意図に負の影響を与える。
UAM利用の行動意図に対するアクセス費用の影響は、統計的に有意な負の符号を持っていた。
UAM利用の行動意図に対する待ち時間の影響は、統計的に有意な負の符号を持っていた。
UAM利用の行動意図に対する旅行時間は負の符号を持ち、利用意図に負の影響を与える。
UAM利用の行動意図に対するアクセス時間の影響は、統計的に有意な負の符号を持っていた。
UAMの採用を阻害する要因として、騒音公害や視覚的侵害が挙げられる。
「社会が懸念を抱く最も重要な要因には、騒音がある」。
「空飛ぶクルマ」は、軽⾃動車並みの総重量約１トンの機体を垂直に離陸させようとすると、１メガワット（一般家庭200～300戸分）の電力を必要とするなど、エネルギー消費量は非常に大きい。
ポートやコリドー周辺など高頻度で空飛ぶクルマが飛行することが想定される地区住民と騒音に関する意識を調査し、受容可能な水準を事前に十分協議・調整する必要がある。
議論されるべき項目として、景観（これが害されると、いわゆるvisual pollutionと呼ばれる）が挙げられる。
伝統的建造物群保存地区や重要文化財、世界遺産など、空飛ぶクルマの飛行により、景観や騒音の面で悪影響が⽣じる地区への影響を評価し、必要に応じて規制を設けることも考える必要がある。
国定公園・国立公園・世界遺産などの貴重な⾃然環境では、飛行による⽣態系への影響を慎重に検討する必要がある。
新しい科学技術イノベーションは、特定の地区や人々に負の影響が集中することがないように留意する必要がある。
「空飛ぶクルマ」が飛行するのを「地上から見上げる⼈たち」は、富裕層のみが特権的に利用でき、地上から見上げる⼈たちはそれによってもたらされる環境負荷を負わなくてはならないのか、という疑問や不満を抱くことが予想される。
「空飛ぶクルマ」を利用することで「利益を受ける者（受益者）」と「損失をこうむる者（被損失者）」の間の**「非対称性（Asymmetry）」をどのように小さくできるか**ということが常に意識されるべきである。
「移動の正義（Mobility Justice）」という観点から見ると、「空飛ぶクルマ」を利用できる層とできない層の社会的格差が拡大し、特定の社会集団に「負の外部性」が押し付けられる危険性もある。
UAMの採用を阻害する要因として、サイバーセキュリティの問題と潜在的なハイジャック/データ侵害が挙げられる。
「社会が懸念を抱く最も重要な要因として、プライバシー、セキュリティがある」。
住居など私的空間が空飛ぶクルマから覗き見られないよう配慮して機体設計や運航ルールの整備を行うことも重要である。
サイバー攻撃によるハッキングのリスクを見据え、サイバーセキュリティ（情報の機密性・完全性・可用性）の確保が求められる。
「空飛ぶクルマ」の位置情報が追跡され、所有者や乗客の持病や信仰などセンシティブな情報が推測されるリスクも想定され、対策が求められる。
知覚されたプライバシーリスク（Perceived Privacy Risk, PPR）は、初期信頼（IT）に負の影響を与える（β = -0.086）。
UAMの採用を阻害する要因として、初期のeVTOLモデルにおける限られた航続距離とペイロード容量が挙げられる。
距離レンジは、最も頻繁に特定された弱点である（16件中12件）。
従来の地上の管制システムからの集中制御だけに頼ることには限界が⽣じる。
知覚された有用性（PU）は、BI（行動意図）に負の影響を与え（β = -0.183）、これは、有用性を高く評価している人でも、他の未解決の懸念があるため、必ずしも利用意図に結びつかない可能性を示唆している。
UAMの採用を阻害する要因として、規制の不確実性や承認取得の複雑性が挙げられる。
空飛ぶクルマの導入初期には利用者が限定される可能性が高く、インフラ整備の負担を受ける地域社会が十分な恩恵を受けられない可能性もある。
都市部の空域はすでに既存の航空機やドローンなどと共有されているため、空飛ぶクルマが安全に飛行できるための空域管理システムの構築が必要となる。
都市空間の変容が不可逆的であることも課題であり、新たなインフラ整備が進めば、都市のあり方が固定化される可能性がある。
知覚されたリスク（Perceived Risk, PR）は、初期信頼（Initial Trust, IT）に負の影響を与え、採用を抑制する（β = -0.251, t-value = -5.552）。
将来的には遠隔操縦・⾃律飛行の信頼性等様々な懸念に対処しなければならない。
相乗りオプション（ridesharing）は、他の属性と比較して相対的に重要度が低いとランク付けされた。
免税店割引（Discount Duty-free）は、相対的に重要度が最も低いとランク付けされた。
MaaSに組み込まれると、交通機関のプラットフォームへの従属化のリスクへの対処のあり方をあらかじめ多角的に議論することが望まれる。
移動のプライベート化によって、異なる⼈々との出会いや社会的交流の機会という点で公共交通が涵養してきた**「公共性」や「広場」などの喪失につながる可能性**もある。
移動が加速することは、私たちの利便性を向上させる一方で、社会のペースを早め、熟議や慎重な意思決定の機会などを奪う可能性がある。
畜産や酪農など、飛行物や音に対して敏感な第一次産業の事業者の存在の有無の確認と影響の評価を行う必要がある。

■DR（295～414）
ドローン利用の賛成論には、効率性の改善といった利益が含まれる。
ドローン利用の賛成論として、業務効率と多用途性のクラスターが特定された。
ドローンは、比較的安価で使いやすいという議論が、環境的および経済的持続可能性のクラスター内で強調されている。
ドローンは、ラストマイル配送でより速く、より効率的な小包配送を可能にし、同時に関連コストを削減することが期待されている。
接触のない小包配送の相対的優位性は、ラストマイル小包配送のためのドローンを受け入れる行動意図にプラスの影響を与える。
接触のない配送の相対的優位性は、消費者の行動意図を受け入れることに対して、最も強い予測力を持つ（$¥beta=0.474$）。
速度の相対的優位性は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して正の関係がある（$0.659$）。
知覚された有用性（PU）は、態度（ATT）に正の有意な効果がある（$0.250$; p < 0.001）。
知覚された有用性（PU）は、注文意図（IUDD）に正の有意な効果がある（$0.200$; p < 0.001）。
知覚された有用性は、行動意図（Intention to Use Drones for Delivery）に最も強い影響を与える要因の一つである（$R 2̂ = 0.816$）。
迅速な配送と効率的な対話は、インタラクションの質において消費者に最も価値があると見なされる。
森林管理のための知覚された有用性（PUFM）は、ドローンの使用意図（ITU）に正の有意な効果がある（$¥beta = 0.473$）。
ドローンの利用が農場の生産性を高めると信じることは、農家の受容に影響を与える主要な要因である（負荷量 $0.920$）。
ドローン利用が水稲収量を増やすと信じることは、農家の受容に影響を与える主要な要因である（負荷量 $0.906$）。
デザインは、事前に定義された受容要因の中で最も重要度が低い要因と見なされた（平均ランキングスコア $6.4$）。
ヒューマンコントロールは、ドローンの運用の中で最も重要度が低い要因と見なされた（平均ランキングスコア $5.8$）。
互換性は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して強い正の関係がある（$0.702$）。
複雑性（使いにくさの程度）は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して正の関係がある（$0.627$）。
消費者がドローンによる配送を容易で複雑でない方法だと考えれば、使用意図が強まる可能性がある。
努力期待（技術の使用に伴う容易性の程度）は、技術が導入前の段階では非常に重要である。
知覚された容易性（PEU）は、知覚された有用性（PU）に有意な正の効果がある（$0.749$）。
SUSユーザビリティ（システムの使いやすさ）は、技術の使用意図を予測する上で最も強力な要因の一つである。
PEOU - ハンドリング（ドローン制御の知覚された容易性）は、PEOU - データ（データ利用の知覚された容易性）に正の有意な効果がある（$¥beta=0.613$）。
PEOU - データは、ドローンの使用意図（ITU）に正の有意な効果がある（$¥beta=0.186$）。
ユーザーは、アプリ内で情報の量を調整する制御（例：プロファイル経由で設定）を望んでいる。
安全性は、事前に定義された受容要因の中で圧倒的に最も重要な要因である（平均ランキングスコア $2.59$）。
ドローン利用の賛成論には、危険な環境での操作という利益が含まれる。
セキュリティ上の脅威、例えば犯罪組織、ハクティビスト、テロリストが制御システムにハッキングしてドローンをハイジャックしたり誤った方向に誘導したりする懸念は、懸念事項として挙げられた（$39%$）。
知覚された行動制御（PBC）は、ドローンを利用したフードデリバリーの注文意図（IUDD）に正の有意な効果がある（$0.391$）。
対応効果（対応が脅威を軽減する信念）は、ドローン配送の知覚された有用性（PEU）に有意な正の影響を与える。
自己効力感（対応をうまく実行できる信念）は、ドローン配送の知覚された有用性（PEU）に有意な正の影響を与える。
ドローンによる怪我の懸念があったため、ウインチ、パラシュート、または投下による受け渡しを行うことで、ドローンとの物理的な接触を減らす修正が計画されたが、規制により実施できなかった。
プライバシー懸念は、事前に定義された受容要因の中で重要である（平均ランキングスコア $3.61$）。
規制は、事前に定義された受容要因の中で重要である（平均ランキングスコア $4.49$）。
プライバシーは、規制要因として受容に関係するテーマである。
信頼、説明責任、誠実性、透明性は、運用上の要因として受容に関係するテーマである。
信頼は、関与するエンティティの説明責任、行動の責任、意図の透明性、公共にもたらす利益に根ざしている可能性がある。
プライバシーリスク（PR）は、ドローン使用経験のある参加者に対してのみ、行動意図（BI）に有意な負の影響が見られた（$¥beta = -0.330$）。
ユーザーは、開示される情報についての透明性を望んでいる。
ユーザーは、アプリ内で処理ステータスを通じたより多くのガイダンスを望んでいる。
意図された用途（Application）は、安全性に次いで受容要因の中で最も重要な要因である（平均ランキングスコア $3.42$）。
用途、目的、および場所は、運用上の要因として受容に関係するテーマである。
社会的なサービス促進（Societal service facilitation、M=$4.3$）と産業目的（Industrial purposes、M=$4.18$）の受容レベルが最も高かった。
輸送とモビリティ（Transport and mobility、M=$3.42$）は中程度の受容レベルであった。
監視とモニタリング（Surveillance and monitoring、M=$3.17$）は受容レベルが最も低かった。
警察や消防による保護（M=$1.74$）と応急処置（M=$1.87$）は、個人的な利用への受容度が最も高い用途である。
救助活動（M=$1.56$）と科学・研究（M=$1.59$）は高い受容レベルが報告された。
小包配送（M=$2.73$）やレジャー活動（M=$2.62$）、広告用の写真・ビデオ録画（M=$3.09$）は受容レベルが低い。
技術的な物体（ドローンとヘリコプター）は、工業地域で、農村地域や都市地域よりも平均してより受容された。
環境への影響は、事前に定義された受容要因の中で重要である（平均ランキングスコア $4.9$）。
騒音は、事前に定義された受容要因の中で重要である（平均ランキングスコア $4.8$）。
騒音は、ドローンの社会的受容要因の技術的要因クラスターに含まれる。
ドローン利用の賛成論には、環境的優位性（environmental advantages）が含まれる。
環境的および経済的持続可能性のクラスターは、ドローン利用の議論の中で特定された。
環境への優しさの相対的優位性は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して正の関係がある（$0.612$）。
環境への関心は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して正の関係がある（$0.346$）。
知覚された利益には、ドローンフードデリバリーが環境にとって良いこと（グリーンイメージ）が含まれる。
汚染削減（Pollution reduction）は、要因分析の結果、都市交通緩和（Urban traffic relief）と同じ要因に高い負荷量（$0.5906$）を持つことが示された。
都市交通緩和（Urban traffic relief）は、要因分析の結果、環境上の利益に関連する要因に高い負荷量（$0.7696$）を持つことが示された。
ドローンの運用は都市の動物種に影響を与えるという懸念がある。
主観的規範（SN）は、ドローンを利用したフードデリバリーの注文意図（IUDD）に正の有意な効果がある（$0.201$）。
社会的な影響（Social Influence）は、消費者のドローン配送受け入れの行動意図（BI）に対する予測力が高い（$¥beta=0.199$）。
主観的規範の強い影響は、採用意図を主に推進する要因である。
態度（ATT）は、ドローンを利用したフードデリバリーの注文意図（IUDD）に有意な効果がある（$0.190$）。
快楽的動機（Hedonic Motivation, HM）は、消費者のドローン配送受け入れの行動意図（BI）に対する強い予測力を持つ（$¥beta=0.277$）。
快楽的動機は、ドローン配送の受け入れの潜在的な楽しさや喜びとして定義される。
快楽的動機は、若年層（35歳未満）に対してのみ、行動意図（BI）に有意な正の影響が見られた（$¥beta=0.275$）。
予想される肯定的な感情（Anticipated positive emotion）は、高い使用意図につながる必要条件として特定された。
予想される否定的な感情の欠如（Anticipated negative emotionの否定）も、高い使用意図につながる必要条件として特定された。
恐怖（Fear of COVID-19）は、行動意図（BI）に直接的、正、かつ有意な影響を与える。
恐怖（Fear of COVID-19）は、ドローン配送の知覚された有用性（PEU）に有意かつ正の影響を与える（$b=0.451$）。
知覚された擬人化された特徴は、消費者の行動意図（BI）に有意かつ正の影響を与える（$¥beta=0.133$）。
相互作用の質は、消費者の主観的規範に有意かつ正の影響を与える（$¥beta=0.642$）。
個人的革新性（Personal Innovativeness）は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して強い正の関係がある（$0.688$）。
個人的革新性は、新しいITシステムを利用しようとする個人の意欲の度合いである。
マスメディアチャネル（情報源）は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して正の関係がある（$0.527$）。
ドローン知識（Drone knowledge）は、貨物配送の選好度に対して正の相関を持つ（$0.302$）。
ドローン利用経験のない参加者に対してのみ、接触のない配送（CF）の経路（CF $¥to$ BI）は有意な影響が見られた（$¥beta=0.490$）。
性別（女性グループ）は、安全性リスク（SR $¥to$ BI）の経路において、行動意図に有意な負の影響が見られた（$¥beta = -0.395$）。
職種（フリーランサー、有資格公務員、その他）は、ドローンによる貨物配送の潜在的な使用を「Yes」とする確率が有意に増加する。
月収（€2000–€2999）は、ドローンによる貨物配送の潜在的な使用を「Yes」とする確率が有意に増加する。
貨物配送の選好度が高いほど、支払い意図（WTP）が高まる。
対応コスト（Response Cost, RCO）は、ドローン配送の知覚された有用性（PEU）に有意な負の影響を与える。
経済的要因（技術的性能と有用性、採用意図、関連インフラとサービス）が、都市型ドローンの社会的受容要因のクラスターに含まれる。
ユーザーは、アップロードされた処方箋のプレビュー機能を望んでいる。
ユーザーは、支払いオプションに関する情報をアプリ内で望んでいる。
ユーザーは、投薬の入手可能性に関する詳細をアプリ内で望んでいる。
ユーザーは、地図内のシンボルを最小限に抑え、テキストを短縮することを推奨した（参加者が指示を読まないため）。
ユーザーは、概念化の適応（例：「mailbox」から「messages」へ）を望んでいる。
ユーザーは、メールではなくプッシュメッセージを望んでいる。
ユーザーは、簡潔な単語や正確な言語を使用することで、ユーザーの受容性が高まる。
互換性（Compatibility）は、イノベーションが既存の価値観や経験とどの程度整合しているかという属性を指す。
個人的革新性は、新しいITシステムを利用しようとする個人の意欲の度合いである。
技術相互作用への親和性（Affinity for technology interaction, ATI）は、高い切り替え意図につながる必要条件として特定された。
マレーシアの消費者にとって、配送リスク（Delivery risks）は、ドローン配送の受容に対して有意ではないことが判明した。
マレーシアの消費者にとって、プライバシーリスク（Privacy risks）は、ドローン配送の受容に対して有意ではないことが判明した。
マレーシアの消費者にとって、パフォーマンスリスク（Performance risks）は、ドローン配送の受容に対して有意ではないことが判明した。
安全性リスク（Safety Risk）は、ドローン配送の受け入れの行動意図に対し、女性グループに対してのみ有意な負の影響が見られた（$¥beta=-0.395$）。
プライバシーリスク（PR）は、ドローン使用経験のある参加者に対してのみ、行動意図（BI）に有意な負の影響が見られた（$¥beta = -0.330$）。
財務リスク（Financial Risk）は、ドローン配送の費用と価格に関する参加者の信念を探るものである。
安全性は、事前に定義された受容要因の中で圧倒的に最も重要な要因である（平均ランキングスコア $2.59$）と認識されており、その懸念が受容を阻害する。
ドローン利用に対する反対論として、事故の可能性に関する議論が挙げられる。
技術的なリスクは、ドローンの社会的受容要因の技術的要因クラスターに含まれている。
事故に関連する問題（責任と保険、輸送安全性、損害と負傷）は、回答者の $72%$から $75%$の範囲で懸念を引き起こした。
安全性リスク（Safety Risk）は、ドローン配送の受け入れの行動意図に対し、女性グループに対してのみ有意な負の影響が見られた（$¥beta=-0.395$）。
ドローンによる負傷についての懸念がフォーカスグループテストで示された。
衝突の可能性（Possibility of collisions between drones）は、懸念事項の1つとして挙げられている（$50.9%$）。
安全性とセキュリティは、規制要因として受容に関係するテーマである。
プライバシー懸念は、事前に定義された受容要因の中で重要である（平均ランキングスコア $3.61$）。
ドローン利用に対する反対論として、プライバシー侵害に関する議論が挙げられる。
プライバシーは、ドローンの社会的受容要因の規制要因クラスターに含まれる。
プライバシー懸念は、回答者の最も頻繁に引用または選択された懸念事項の3つの領域の1つである。
プライバシー懸念は都市環境におけるドローン配送に関して、依然として重要な障壁である。
プライバシーリスク（PR）は、ドローン使用経験のある参加者に対してのみ、行動意図（BI）に有意な負の影響が見られた（$¥beta = -0.330$）。
プライバシー懸念は、回答者の $86%$が懸念している主要な問題である。
プライバシー侵害（Violation of privacy）は、懸念事項の1つとして挙げられている（$32.7%$）。
プライバシーリスク（Privacy risk）の存在は、低い使用意図につながる十分条件の一部である。
プライバシーリスクは、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して有意ではないことが判明した。
騒音は、事前に定義された受容要因の中で重要である（平均ランキングスコア $4.8$）。

■DR（415～450）
環境への影響は、事前に定義された受容要因の中で重要である（平均ランキングスコア $4.9$）。
ドローン利用に対する反対論として、視覚的汚染に関する議論が挙げられる。
騒音は、ドローンの社会的受容要因の技術的要因クラスターに含まれる。
騒音に関する懸念は、回答者の $53%$でより少なく言及された。
ドローンの騒音への懸念（Drone noise concern）は、平均 $2.562$と中程度のスコアであった。
ドローンの高度への懸念（Drone altitude concern）は、平均 $2.569$と中程度のスコアであった。
ドローンの運用は都市の動物種に影響を与えるという懸念が挙げられている（$40.1%$）。
技術的な物体（ドローンやヘリコプター）が登場するシーンは、農村地域よりも都市地域と工業地域で、美的評価が低かった。
オレンジ色の物体が登場するシーンは、白色の物体が登場するシーンよりも美的評価が低かった（−$0.18$）。
商業目的の物体が登場するシーンは、医療目的の物体が登場するシーンよりも美的評価が低かった（−$0.51$）。
都市地域は、医療目的の物体が登場するシーンの美的評価が、農村地域や工業地域よりも低かった（$0.40$）。
商業目的の物体が登場するシーンは、都市地域で最も低い美的評価が付けられた（−$0.69$）。
ドローン利用に対する反対論として、違法行為に関する議論が挙げられる。
二重使用と誤用（Dual-use & Mis-use）は、ドローンの社会的受容要因の運用上要因クラスターに含まれる。
回答者のほとんど（$91%$）が、犯罪目的でのドローンの誤用について懸念を示した。
技術的なリスクに関するクラスターが特定された。
技術的なリスクは、ドローンの社会的受容要因の技術的要因クラスターに含まれる。
知覚された容易性（PEU）は、態度（ATT）に有意な正の影響を示さなかった（$¥beta=0.032$、p=$0.650$）。
配送リスク（Delivery Risk）は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して有意ではないことが判明した。
パフォーマンスリスク（Performance Risk）は、マレーシアの消費者によるドローン配送の受容に対して有意ではないことが判明した。
ドローン運用のヒューマンコントロール（Human Control over drone operations）は、最も重要度が低い要因と見なされた（平均ランキングスコア $5.8$）。
規制と制限のため、ウインチ、パラシュート、または投下による受け渡しのテストは不可能だった。
財務リスク（Financial Risk）は、UTAUT2モデルを拡張する際に知覚されたリスクの構成概念として追加された。
財務リスク（FR）は、行動意図（BI）と負の相関がある（$-0.261$）。
対応コスト（Response Cost, RCO）は、ドローン配送の知覚された有用性（PEU）に有意な負の影響を与え（$¥beta = -0.597$）、受容を阻害する。
対応コストは、ドローン配送の採用に伴う個人的、経済的、時間関連、および労力ベースのコストを探る。
商業目的の物体が登場するシーンは、医療目的の物体が登場するシーンよりも平均して受容性が低かった（商業用途 $0.07$、医療用途 $1.89$）。
小包配送（M = $2.73$）やレジャー活動（M = $2.62$）、広告用の写真・ビデオ録画（M = $3.09$）は受容レベルが低い。
サービスがそれほど不可欠ではないと認識されるほど、個人的な使用への同意は少なく報告される。
個人的な利用意図が低い用途には、小包配送（M = $3.03$）やエアタクシー（M = $3.37$）が含まれる。
予想される否定的な感情（Anticipated negative emotion）の存在は、低い使用意図につながる十分条件の一部である。
慣性（Inertia）は、ドローン配送サービスへの切り替え意図の低い構成の一部である。
技術相互作用への親和性（Affinity for technology interaction, ATI）の不在は、高い切り替え意図の存在の核となる条件の一部である。
価値障壁（Value barrier）や伝統障壁（Traditional barrier）など、イノベーション障壁の構成は、切り替え意図の達成を阻害する。
女性と高齢の回答者は、若年層や男性の回答者よりも、より多くの懸念事項を挙げた。
ネガティブな感情（Negative emotions）は、ロボット配送の受容に対する負の要因である。
人間の相互作用の必要性（Need for human interaction）は、ロボット配送の受容に対する負の要因である。

■AD（573～692）
ADRsは、完全に非接触な代替の配送モードとして使用するための研究開発が進行中である。
ADRは、オンラインプラットフォームを通じて配送時間と目的地を柔軟に選択できるようにすることで、消費者により大きな柔軟性と利便性を提供し、配達失敗や再配達を最小限に抑えることができる。
ADRの利用は、従来の配送方法と比較して、消費者に大きな柔軟性と利便性をもたらす可能性がある。
知覚された有用性は、ADRが従来の人間による配送方法に対して提供できる柔軟性と利便性として定義される。
技術が個人のパフォーマンスを向上させる場合、たとえ技術の使用を好まなくても、好ましい行動意図が生じる可能性がある。
ADRsは、効率を改善するのに役立つ（知覚された有用性の測定項目の一つ）。
ADRsは、日常生活の柔軟性を高める（知覚された有用性の測定項目の一つ）。
ADRの利用意図は、ADRが提供する柔軟性と利便性によって、消費者に好ましい結果をもたらすことで高まる。
態度は、消費者のADR利用意図に最も大きな影響を示す（標準化効果0.733）。
知覚された有用性は、ADR利用意図に対して態度に次いで2番目に大きな影響を示す（合計効果0.572）。
態度の主要な予測因子は知覚された有用性である（a11 = 0.694）。
性能期待は、ユーザーが技術によってパフォーマンスが向上するか、何らかの利益をもたらすと期待する度合いを指し、ユーザー受容に対する最高の肯定的貢献要因として際立っている。
性能期待（Perceived Usefulness、Functional Value、Outcome Expectancyなどの同義語を含む）は、レビュー対象の20件の研究のうち10件（ドローン配送5件、ロボット配送5件）でユーザー受容の主要な推進要因として特定されている。
技術の知覚された能力（コンピテンス）は、ADRを使用する意図に肯定的かつ直接的に影響を与える。
知覚された有用性は態度の主要な予測因子であり、したがって消費者のADR利用の行動意図の主要な予測因子であると結論付けられた。
パフォーマンス期待は、ADRの優位性（費用対効果や環境への利益など）が従来の配送方法と比較してユーザーに認識されることを意味し、ロボット配送の受容にかかっている。
ADRの知覚されたTTF（Task-Technology Fit）は、快楽的要因（満足、擬人化）と実用的要因（サービス品質体験、配送タスク要件、ユーザー向け技術性能）の組み合わせによって予測される。
知覚されたTTFは、使用価値に正の関係がある（H2を支持）。
知覚されたTTFと使用価値、そして使用価値と信頼の間に正の関係があることが確認された（H2およびH3を支持）。
使用価値と信頼は、知覚されたTTFとサービス再利用の可能性および口コミ推奨との間の関係を順次媒介する（H5a、H5bを支持）。
機能的MCIが高い消費者は、タスク効率を高め、目的をより効果的に達成する手段として認識するため、ADRと情報を共有することに高い意欲を示す可能性がある。
機能的MCIを持つ個人にとって、ADRの統合は、玄関先での配送プロセスを簡素化し、消費者が物理的に立ち会う必要性や配達員と関わる必要性を排除するため、利便性と安全性の利益により有利であると考えられる。
機能的MCIは、ADRの採用に関連する知覚リスクを低くする（標準化効果-0.311、p < 0.05）。
認知的MCIは、ADRの採用に関連する知覚リスクを低くする（標準化効果-0.392、p < 0.05）。
知覚された能力（Competence）は、将来のADR利用意図に肯定的かつ直接的な影響を与える（H5は3大陸すべてで支持される）。
知覚された有用性（Perceived Usefulness）は、ADRの利用意図の主要な予測因子である。
ドローン配送において相対的な非接触配送の優位性が、受容に対する最も強力な予測力を示す（β = 0.474）。
ドローンによるラストマイル配送の相対的な非接触配送の優位性は、消費者の受容の行動意図に最も強い予測力を持つ。
ドローンによるLMDの環境適合性の期待と速度の優位性は、受容に対する影響が有意ではない。
ADRsは、オンラインプラットフォームを通じて配送時間と目的地を柔軟に選択できるようにすることで、消費者により大きな柔軟性と利便性を提供し、配達失敗や再配達を最小限に抑えることができる。
知覚された使いやすさの向上は、学習および技術の使用の困難さを軽減し、受容に対する行動的な好意性を高める。
ユーザーフレンドリーなインターフェースとガイド付きトレーニングの導入は、ADRの使用における知覚される難易度を下げることを促進できる。
知覚された使いやすさは、ADRの使用の難易度レベルが低いと信じ、これが自己信頼を高め、ひいては制御の認識を高める。
知覚された使いやすさは、態度に正の影響を与える（H3）。
知覚された使いやすさは、主観的規範に正の影響を与える（H4）。
知覚された使いやすさは、知覚された行動制御に正の影響を与える（H5）。
知覚された使いやすさは、アジアでは最も高い因子負荷（0.685）を示し、アジア人が技術の使いやすさに非常に重要性を置いていることを示している。
使いやすさは、調査した3地域（USA、ヨーロッパ、アジア）全体で一貫して共通の優先事項として現れる。
使いやすさは、ADRの知覚された能力（Competence）に正の影響を与える（H1は3大陸すべてで支持される）。
労力期待は、ADR配送における受容の有意な予測因子ではない（H4は支持されない）。
労力期待（Effort Expectancy）は、新技術の受容の有意な予測因子であることが先行研究で示されているにもかかわらず、本研究では有意ではない。
快楽的動機（HM）は、ドローンの受容の行動意図に対する2番目に強力な予測力を持つ（β = 0.277）。
快楽的動機は、消費者コンテキストにおいて技術受容に特に重要である。
快楽的動機は、若いグループ（35歳未満）でのみ有意であることが分かった（β = 0.275、p = 0.004）。
快楽的MCI（新しい経験から喜びや楽しさを求める）は、知覚されたリスクに対する主要な予測因子であり、ADRに関連するより低いリスクを認識する可能性が高い（標準化効果-0.451、p < 0.05）。
満足（Gratification）は、知覚されたTTFに正の影響を与える（H1bを支持）。
快楽的MCI（楽しさや面白さ）は、ADRの採用に関連する知覚リスクを低くする（標準化効果-0.451、p < 0.05）。
ポジティブな感情は、ロボット配送の受容要因である。
ADRsは、完全に非接触な代替の配送モードとして使用するための研究開発が進行中である。
ADRsは、不要な社会的交流を避けるのに役立つ（知覚された有用性の測定項目の一つ）。
高い知覚された感受性（Perceived susceptibility）を持つ消費者は、ウイルスに感染する可能性を減らすためにADRを使用する動機となる。
より高い知覚された重症度（Perceived severity）を持つ消費者は、より好ましい結果を得るためにウイルスの影響を避けるためにADRを採用する傾向がある。
知覚された重症度は、知覚された行動制御に有意な直接効果を持つ（標準化効果0.099、p < 0.05）。消費者は、パンデミック時の物理的接触などの関連する結果の重症度が高いと信じると、制御下にいると認識する。
知覚された感受性は、知覚された行動制御への影響が有意ではない（標準化効果0.067、p > 0.05）。シンガポールの高いワクチン接種率を考慮すると、消費者はウイルスの感染確率よりも悪影響（物理的、経済的、快楽的影響）を懸念している可能性がある。
ADRの利用意図に対する知覚された感受性の合計効果は0.334、知覚された重症度の合計効果は0.321である。
非接触配送の相対的な優位性は、ドローンの受容の行動意図に対する最も強力な予測力を持つ（β = 0.474）。
非接触配送の相対的優位性は、ドローン配送の性能期待の一つとして言及されている。
制御要因の存在（リソース、トレーニング、インフラなど）と障壁の不在（コスト、セキュリティ、プライバシーの欠如など）を消費者が認識すると、ADRの使用の難易度が低いと信じ、これが自己信頼を高め、ひいては制御の認識を高める。
知覚されたリスク（Perceived Risk）は、ADRの知覚された能力（Competence）に負の影響を与える（ヨーロッパとアメリカでH2が支持される）。
知覚されたリスクは、アジアではADRの知覚された能力に対する影響が有意ではない（H2は支持されない）。
ヨーロッパとアメリカでは、消費者は確立された規制枠組みが顧客を保護すると信じているため、リスク要因を軽視している可能性がある。
知覚されたリスクは、ドローン配送とロボット配送の両方で受容に影響を与える一般的な否定的要因として出現する。
知覚されたリスクは、レビューされた20件の研究のうち8件で最も影響力のある抑止要因として具体的に特定されている。
規制枠組みが不足しているという懸念が参加者の間で優勢であり、ロボットの市場参入が予期せぬ課題を生む可能性があると予想されている。
ADRの運用、技術、安全プロトコルについて明確で透明性のある情報を提供することは、プライバシー関連のリスクに関する懸念を軽減するために重要である。
安全性、説明責任、効率性を確保する規制を策定するために、政策立案者と協力することが推奨される。
配送ロボットのルート中断によって生じた遅延に対する責任と補償について、参加者から疑問が呈された。
配達結果に関して、参加者は遅延した配送に対する顧客への補償方法、損害に対する責任、およびロボットが責任を負って償いできるかどうかを議論した。
堅牢な法規制と基準は、配送ロボットエコシステムにおけるすべての利害関係者を保護するために求められている。
プライバシーリスク（PR）は、ドローンによるLMDの受容の行動意図に負の影響を与えるという仮説（H8）は、ドローン使用経験のある参加者でのみ有意であることが分かった（β = -0.330、p = 0.041）。
プライバシーリスクに対する懸念は、特にドローンにカメラやマイクが搭載されている場合に、人々が空中から監視される可能性に関連して定義される。
プライバシーリスクの認識は、ユーザーが既にドローンを使用した経験がある場合に高まる。
プライバシーリスクは、ドローン配送の受容に対する最も高い負の貢献要因として挙げられている。
プライバシーリスクは、ドローンにカメラやマイクが装備されている場合、人々が空から監視される可能性に関する懸念を含む。
プライバシーリスクは、農村部の住民にとってドローン配送の受容に対する最も有害な影響要因であった。
監視/偵察は、ドローンという用語に最も一般的に関連付けられる用語の1つである。
プライバシーの侵害は、ドローンの不正使用に関連する最大の懸念の1つである。
ADRsは、ナビゲーションのためにセンサーやカメラを搭載しているため、個人の同意なく私的な情報や画像を捕捉するリスクがある。
プライバシーリスクは、ADRの採用に関連する知覚リスクの一つであり、個人情報の共有、情報の誤用、情報漏洩のリスクを含む。
ADRsはハッキングに対して脆弱であり、機密データが盗まれたり、ロボットが乗っ取られて悪意のある意図で悪用されたりする可能性がある。
安全性リスク（SR）は、ドローンによるLMDの受容の行動意図に負の影響を与えるという仮説（H9）は、女性グループでのみ有意であることが分かった（β = -0.395、p = 0.006）。
ドローン配送に関する性能リスク（盗難や損傷などの事象）は、都市部の住民の受容に負の影響を与えた。
不正使用（Misuse）は、回答者の91%が指摘する最大の懸念であった。
不正使用には、犯罪、故意の平穏妨害、空域への干渉、薬物の違法輸送、人や財産の故意の負傷などが含まれる。
盗難と悪意のある使用の可能性も参加者の懸念として挙げられた。
誤作動と損傷（Malfunction and Damage）は、ドローンに関連する主要なリスク要因の一つであり、米国の回答者の78%が誤作動を主要な要因として挙げている。
誤作動と損傷に対する懸念は、米国、ドイツ、イスラエル、英国など多くの国で示されている。
誤作動は、「運んでいる荷物を損傷する可能性」や「財産を損傷する可能性」、「誰かを負傷させる可能性」などの概念を包含する。
騒音リスク（NR）は、ドローンが発する騒音に起因する一般の受容に対するリスクである。
騒音リスクは、本研究では有意ではないことが判明した。これは、ほとんどの参加者が現実のドローン体験を持っていないため、将来的に変化する可能性がある。
騒音は、ドローンに対する公衆の懸念の3番目に大きい要因として挙げられている。
騒音は、UAM（都市航空交通）に関する懸念事項の1つとして挙げられている。
「空が配送ドローンやその他のドローンで満たされるというイメージ」は、よく引用された懸念事項であった。
価格感度（Price sensitivity）は、ADRの知覚された能力（Competence）に負の影響を与える（ヨーロッパとアメリカでH4が支持される）。
価格感度は、USAとヨーロッパにとって関連性の高い変数である（因子負荷0.369と0.305）。
アジアでは、価格感度はADRの知覚された能力に対する影響が有意ではない（H4は支持されない）。
価格考慮事項は、ヨーロッパとUSAでより重要な役割を果たす。
価格価値（Price value）は、ドローン配送サービスにおける受容要因としてモデルに含められていない。
ADRの高速化は、配送時間の短縮（Chen et al., 2021b,a; Ulmer and Streng, 2019）や遅延の軽減（Boysen et al., 2018; Alfandari et al., 2021）につながる。
ADRの速度向上は配送パフォーマンスを改善し（例：ADR速度が5km/hから6km/hに増加すると、遅延顧客数が75%減少）、排出量削減にも関連している。
より速い配送は、ドローン配送の主要な性能期待として議論されている。
速度期待は、ドローンによるLMDの受容の行動意図に有意な影響を与えない（H2は支持されない）。
ADRのコンパートメント数の増加と、1回の出撃での複数配送の実現は、全体コスト、所要時間、走行距離を削減する。
コンパートメント数が1つから2つに増加すると、全体コストがほぼ半減する（Sonneberg et al., 2019）。
ADRの航続距離の増加は、遅延（Alfandari et al., 2021）とコスト（Yu et al., 2021）を改善する。
ADRの航続距離の増加は、着実かつ相当な時間の節約をもたらす（Simoni et al., 2020）。
駐車場/ドロップオフ地点の密度が増加すると、移動コストが大幅に減少し（Yu et al., 2021）、遅延も減少する（Boysen et al., 2018）。
施設の数を倍増させると、遅延が30%改善するという線形関係が報告されている。
ADRがスムーズに運用されるためには、適切な集荷・ドロップオフ場所と十分なバッテリー充電エリアを確保するなど、都市のADR対応が必要である。
配送ロボット用の専用レーンが必要かもしれないという懸念が参加者から示された。これは、潜在的な危険を減らし、ロボットの安定性を確保するためである。
都市計画家は、安全性、アクセス性、利便性などの人間中心のパラメーターを強調するインフラを構想すべきである。
配送ロボットは、縁石やでこぼこの道といった不均一な地形をナビゲートする際の課題に直面する。
主観的規範は、重要な他者（例：家族、友人、マーケティング活動）による社会的な影響を指し、個人の特定の行動意図に従事させる。
重要な他者から肯定的な影響を受けると、消費者はADRを使用する傾向が高まる。
社会的影響は、ヨーロッパとアジアでADRの採用に強く影響する。
社会的影響は、ヨーロッパのSEMモデルで最も重要な役割を果たし、ヨーロッパ人は社会環境の意見に強く影響される。
社会的影響は、アジアでは2番目に重要であり（0.244）、使いやすさ（0.685）に比べると重要性は低い。
社会的影響は、ドローンの受容の行動意図に対する3番目に強力な予測力を持つ（β = 0.199）。
社会的MCIは、ADRの採用に関連する知覚リスクを低くする（標準化効果-0.338、p < 0.05）。

■AD（693～786）
社会的影響（Social influence）または主観的規範（Subjective norm）は、ユーザーが技術が重要な他者（家族、同僚、友人など）に受け入れられると信じる度合いを指す。
主観的規範（社会的影響）は、ドローン配送の受容の行動意図を予測するために有意である。
ADRの意図を歩行者に効果的に伝達し、彼らを管理する能力（社会的知性）は、協力と信頼を得るために不可欠である。
ADRが協調的で社会的に適切な行動を示すと、消費者はそれらをより受け入れやすくなる。
知覚された協調性は、ADRに対する消費者の受容全体に正の影響を与える（標準化効果0.472、p < 0.05）。
ADR開発者や物流会社は、ADRがもたらす利益と安全性を強調する広告を検討することで、協調性に対する消費者の視点に影響を与えることができる。
視覚障害者（VIP）は、ロボットが杖などのナビゲーション補助具を誤って損傷する可能性があるなど、配送ロボットとのやり取りで課題に直面する。
介助犬は、ロボットの予測不可能な行動や突然の聴覚的合図に混乱し、ガイドの役割を誤る可能性がある。
ADRの設計者は、歩行者、ペット、障害を持つ人々の空間を認識し尊重する機能を実装する必要がある。
ADRの設計（外見）は、ADRに既に慣れている個人の受容性の向上に影響を与える要因の一つである。
3大陸すべてで、ユーザーの大多数は、ヒューマノイドの外見よりも**「小型ロボット」（例：スターシップ）のような自律技術の外見を好む**。
アジアでは、ペットのような外見のロボットに強い好みがある。
背の高いADRに対する好意的な認識は、ADRの採用にわずかに有意な正の影響を与える（推定値0.3280、p < 0.1）。
参加者の大多数は、ヒューマノイドのデザインよりも、小型のロボット（例：Starship）のような自律技術の外見を好む。
ロボットの美的デザインは、ユーザーにとって最優先事項ではない。
擬人化された特徴（人間のような特徴）を持つ配送ロボットは、ユーザーの親近感を高める可能性があり、TTFを強化する。
擬人化は、知覚されたTTFに軽微な影響をもたらすにすぎなかった。
男性である個人は、女性として識別された個人と比較して、ADR技術を採用する可能性が有意に高い（ordered logit modelの係数0.5936、p < 0.05）。
教育レベルが高いユーザーほど、この技術を受け入れる可能性が高い（ordered logit modelの係数0.2401、p < 0.1）。
性別と教育は、既にADRにアクセスできる人々の採用に重要な影響を与える。
年齢は、ADRの行動意図に対する有意な影響を示さない（p > 0.05）。
男性は、女性よりもドローン技術に対してより肯定的な見解を持つ。
男性は、女性よりもドローン技術に受容的である。
高齢者は、ドローンなどの新技術に対する懸念が増す。
最も高い教育レベルを持つ回答者は、ドローンが都市の空を不快にし、リスク要因を伴うことにより関心を持つ傾向がある。
ADRは、完全に電気で駆動するため、テールパイプ排出物を無効にし、大気汚染を削減する。これは都市集中地域において重要な要素である。
都市環境におけるADRの知覚された環境的便益は、ADRに既に慣れている個人の受容性の向上に影響を与える要因の一つである。
環境への懸念は、ドローン配送とロボット配送の両方で、受容の主要な推進要因ではない。
環境への懸念は、ドローン配送の文脈では好意的であるというよりも無意味であるように見える。
環境的利益（グリーンイメージや持続可能性の懸念）は、ドローン配送の文脈では有意ではないことが判明している。
機能的な障壁（例：コスト、セキュリティとプライバシーの欠如）は、個人の意図に対する抵抗として作用する可能性がある。
心理的な障壁（例：伝統と規範、認識の障壁）は、個人の意図に対する抵抗として作用する可能性がある。
コストは、ADRの使用意図に対する抵抗となる機能的な障壁の一つである。
価格感度は、ADRの知覚された能力に負の影響を与える（ヨーロッパとアメリカで確認される）。
価格感度は、アメリカとヨーロッパでは関連性の高い変数である（それぞれ因子負荷0.369、0.305）。
ADRの価格が高すぎると考えると、消費者はADRを配送オプションとして利用する意欲が低下する。
ADRsは配送を高速化できるが、コストをわずかに減少させるにとどまるため、歩行者に配慮した運用ではより遅いADR速度が好まれる。
プライバシーリスク（PR）は、ドローンによるラストマイル配送（LMD）の受容の行動意図に負の影響を与えるという仮説（H8）は、ドローン使用経験のある参加者でのみ有意であることが分かった（β = -0.330、p = .041）。
ADRsはセンサーやカメラを搭載しているため、個人の同意なく私的な情報や画像を捕捉するリスクがある。
プライバシーリスクは、特にドローンにカメラやマイクが搭載されている場合に、人々が空中から監視される可能性に関連する懸念である。
プライバシーリスクの認識は、ユーザーが既にドローンを使用した経験がある場合に高まる。
プライバシーリスクは、ADRの採用に関連する知覚リスクの一つであり、個人情報の共有、情報の誤用、情報漏洩のリスクを含む。
プライバシー関連のリスクに関する懸念を軽減するためには、ADRの運用、技術、安全プロトコルについて明確で透明性のある情報を提供することが重要である。
データ収集と保護への懸念は、ADRの法的枠組みを確立する上での主要な課題の一つである。
プライバシーリスクは、ドローンに対する公衆の懸念の1つとして挙げられている。
ADRsはハッキングに対して脆弱であり、機密データが盗まれたり、ロボットが乗っ取られて悪意のある意図で悪用されたりする可能性がある。
安全性リスク（SR）は、ドローンによるLMDの受容の行動意図に負の影響を与えるという仮説（H9）は、女性グループでのみ有意であることが分かった（β = -0.395、p = .006）。
ADRsのような自律型配送技術は、個人所有物を扱うため、紛失、盗難、または事故による損傷の可能性からリスクが高いと認識される可能性がある。
配達結果に関して、参加者は盗難の可能性について懸念を表明した。
安全性、説明責任、効率性を確保する規制を策定するために、政策立案者と協力することが推奨される。
知覚されたリスク（Perceived Risk）は、ADRの知覚された能力（Competence）に負の影響を与える（ヨーロッパとアメリカでH2が支持される）。
ADRが間違って荷物を紛失する可能性があると考えることは、不安を引き起こす（リスクの指標の一つ）。
ADRが道路を自律的に安全にナビゲートし、最終顧客と適切にやり取りすることを保証するなど、ユーザーがこの技術でどれだけ安心感を得られるかに、知覚されたリスクは関係する。
知覚されたリスクは、ヨーロッパとアメリカではADRの受容に負の影響を与える最も弱い変数であるが、モデルによって依然として支持されている。
知覚されたリスクは、ADRの採用に関連する知覚リスクの一つであり、個人の制御信念に抵抗として作用する。
ADRの採用に関連する知覚リスクが高いほど、消費者のADR受容は低くなる。
ADRsの知覚されたリスクは、ADRの知覚された協調性にも負の影響を与える。
騒音リスク（NR）は、ドローンが発する騒音に起因する一般の受容に対するリスクである。
騒音リスクは、本研究では有意ではないことが判明した。
ドローンは騒音公害の一因となり、まもなく公衆衛生上の問題になる可能性がある。
環境適合性の期待（ドローンによるLMD）は、受容の行動意図に対する影響が有意ではない。
配送ロボットが歩道上を走行することで引き起こされる潜在的な問題についての懸念が存在する。
専用レーンの不足により、潜在的な渋滞問題が発生する可能性がある。
配送ロボットが縁石やでこぼこの道など、不均一な地形をナビゲートする際に課題に直面する。
ADRsのデザイナーは、歩行者、ペット、障害を持つ人々の空間を認識し尊重する機能を実装する必要がある。
無人カートと歩行者の間のデッドロック状況は、意図伝達システムによって38%改善する可能性がある。
ADRを配達員との直接接触を避けるために使用したいという、高い知覚された感受性を持つ消費者にとっては動機となる。
ADRの社会的知性が不足すると、ADRの意図を歩行者に効果的に伝達できず、協力と信頼を得ることが難しくなる。
突然の急加速や急減速、または静止した状態は、疑念などの負の感情を呼び起こし、歩行者の合理的な意思決定を妨げる。
視覚障害者（VIP）は、ロボットが杖などのナビゲーション補助具を誤って損傷する可能性があるなど、配送ロボットとのやり取りで課題に直面する。
介助犬は、ロボットの予測不可能な行動や突然の聴覚的合図に混乱し、ガイドの役割を誤る可能性がある。
ADRが非協力的または対話が困難であると認識されると、フラストレーションや不満を引き起こし、受容性の低下につながる。
擬人化された特徴を持つ配送ロボットは親近感を高める可能性があるが、知覚されたTTFへの影響は軽微にとどまった。
対人影響は、配送ロボットの機能的有効性を最適化する上での知覚されたTTFに有意な影響を与えない（H1aは支持されない）。
ADRの規制枠組みが不足しているという懸念が参加者の間で優勢であり、ロボットの市場参入が予期せぬ課題を生む可能性があると予想されている。
頑健な法規制と基準は、配送ロボットのエコシステムにおけるすべての利害関係者を保護するために求められている。
安全性を確保するための規制は、ADRの法的枠組みを確立する上での主要な課題の一つである。
ADRの運用、技術、安全プロトコルについて明確で透明性のある情報を提供することは、プライバシー関連のリスクに関する懸念を軽減するために重要である。
配送ロボットが道中で遭遇する可能性のある逆境（いじめ）についての懸念が存在する。
配送ロボットの潜在的な悪用（Abuse）についての懸念が存在する。
子どもたちがロボットの配送能力を試す（いたずらをする）ときにロボットが直面する課題が描かれている。
盗難と悪意のある使用の可能性も参加者の懸念として挙げられた。
ADRsが関与する遅延や損害に対する責任と補償について、参加者から疑問が呈された。
ADRsは、世界中で歩道、自転車レーン、道路に導入されているものの、その可能性を制限する法的規制に依然として直面している。
ADRの運用に関して法律が主に規制している側面には、重量制限と速度制限が含まれる。
規制枠組みの不足により、ロボットの市場参入が予期せぬ課題を生む可能性がある。
ヨーロッパでは、ADRが依然として主にパイロット段階で運用されている理由の一つは、法的枠組みの確立における課題である。
ADRは充電サイクルあたりの航続距離が限られていること、および再充電時間が長いことから、運用上の制約が生じる。
充電ステーションの設置は費用がかかるため、ADRは充電ポイントの利用可能性という課題にも直面する。
ADRは現在、顧客が荷物を受け取るために配送場所に立ち会う必要があるというアテンド付き配送に依存している。
ほとんどの二層型ロボット支援配送モデルでは、ADRは一度に1つの荷物しか運べないという容量制約があり、一度の出撃で複数の顧客にサービスを提供する可能性を排除している。
リアルタイムの注文や変更を組み込むと、決定論的なADRルーティング問題は計算上困難になる。
配送時間枠の制約を考慮しない研究や、期限（早すぎる配送を許容）のみを尊重する、または広い時間枠を使用する研究は、顧客の可用性に関する非現実的な期待につながる可能性がある。
顧客の位置へのアクセスに関連する制約を組み込む研究はほとんどなく、現実世界では不適切なインフラ、距離の超過、顧客の不在、または単に顧客の好みにより、一部の顧客サイトがADRにアクセスできない可能性がある。
トラックが顧客配送を行うことができないトラック制限ノード（狭い通り、キャンパスエリア、進入禁止などにより）が存在する。

■PS（787～914）
AVの広範な導入は、事故の減少につながる [①4]。
AVと人間運転車両（HVs）を分離することは、人為的なミスによる衝突や渋滞の可能性を最小限に抑えるのに役立つ可能性がある [①10]。
AVは、衝突、死亡、傷害を減少させることを約束する [④281]。
集中型リンケージ構造は、交差点でのHVとの遭遇に起因する事故を最小限に抑えることができる [①25]。
専門家は、AVは長期的には歩行者や自転車利用者の安全性を全体的に高める可能性があると示唆している [②117]。
AVの専用レーン分離の可能性は、AV採用を促す最も重要な要因であるようだ [②117]。
AVの専用レーンによるモード分離と、AVと非動力モードとのマルチレベル交差は、安全性と適切なAV交通流を確保するために必要となる可能性がある [②117]。
主要な交差点にインテリジェント交通システムを設置し、歩行者と自転車利用者にリアルタイムの情報を提供する [②143]。
トランジションシナリオ（自動運転車専用レーンの提供と中央分離帯の維持）は、部分的なAVに関する安全性の問題、および従来の車両やマイクロモビリティとの関係に関する安全性を確保する [③237]。
AVの広範な導入は、交通渋滞の減少につながる [①4]。
AVの方が人間の反応より速いため、道路容量が増加し、単位交通流量あたりの必要道路面積が減少する [①10]。
AVsにより重点を置くことで、平均および潜在的な交通容量が増加することが明らかである [①18]。
公共交通機関と自転車レーンの追加もまた**（交通容量の）増加効果を生む** [①18]。
プラトーニング技術により、AVは道路容量をプラスに影響する可能性がある [②118]。
SAVシステムを使用したライドシェアの普及の可能性も、道路容量の強化に貢献する可能性がある [②118]。
1台のSAVは、ライドシェアとカーシェアリングサービスが利用可能であれば、3.8台の人間運転の自家用車を代替する潜在能力がある [②118]。
道路や駐車スペースの必要性が減少し、都市空間が再構築される [①5]。
AVが乗客を降ろした後、自ら駐車できる能力は、都市中心部での駐車需要の全体的な減少につながる可能性がある [③227]。
駐車場の需要が大幅に減少すれば、駐車スペースをアフォーダブルハウジングや商業サービスなど、他の土地利用に置き換えることを可能にする [②78]。
構造的な駐車場が不要になれば、建設総コストは20〜25%削減される可能性がある [②78]。
AV駐車場は、現在の駐車場と比較してより効率的な空間利用を生み出すことが期待される [②87]。
自動バレーシステムにより、AVオフストリート駐車場のレイアウトの高度な密度は、駐車容量が50%から最大87%増加すると推定されている [②87]。
AVの運転精度の向上により、ドライブレーンを狭くすることができる [③231]。
実現可能な道路レーン幅の要件は、現在の3.0m〜3.5mから2.45m〜2.75mに削減される可能性がある [②140]。
AVレベル5が主流になれば、交差点はもはや交通停止標識を必要としなくなり、より少ない交通標識は歩道のスペースを解放し、都市のアメニティに置き換えることができる [②141]。
新たに得られた空間は、追加の歩行者・自転車インフラを可能にすることで、将来の都市の持続可能な発展に多大な機会を提供する [①10]。
AV専用道路では、2車線と路側駐車スペースが、より緑豊かで歩行者に優しい環境のために中央の公共エリアに置き換えられる [①12]。
余剰車線は、歩行者環境の質を向上させ、コミュニティを活性化させるために、歩行者保護区域、歩道、スポーツ施設、グリーンインフラを備えた公共のオープンスペースに変換される [①20]。
建物間の脇道は、公共利用のためのポケットパークとして提供されることが提案されている [①20]。
ポケットパーク、文化施設、商業区画などの人間的スケールの要素を近隣に提供することは、地域社会に持続可能な利益をもたらす可能性がある [①24]。
AVの導入は、都市空間を解放し、人々のために取り戻すための大きな機会となる可能性がある [③207]。
駐車レーンと交通スペースを人々に捧げられた柔軟なスペースに変換するデザイン戦略 [③253]。
これらの新しいスペースには、より多くのグリーンエリア、パークレット、その他の要素が含まれ、市民を魅了する質の高い環境を提供する [③253]。
交流のための公共空間の創出と緑地の追加が、受容性向上要因として特定された [⑫347]。
グリーンインフラ対策は受容性向上要因であることが証明された [⑫391]。
新しい公共空間は、子供のための遊び空間の創出と隣人との交流を促進する役割が特に強調され、受容性を促進した [⑫391]。
交流、滞在、遊びの場所を高く評価する層は、導入された対策への高い受容性を示した [⑫380]。
都市菜園などの提供された活動も肯定的に受け止められた [⑫380]。
AVは、より安全で、より持続可能で、より快適であるというポジティブな利益を伴う [③208]。
道路や駐車スペースの必要性が減少することで、都市の住みやすさと持続可能性が向上すると一般的に主張されている [①5]。
AVは、渋滞や駐車のための巡航の減少により、車両排出ガスを減少させることができる [④281]。
チェンジサポーター層は、気候変動対策の一環として、グリーンインフラの拡大を重要であると評価した [⑫385]。
AVの広範な導入は、交通関連の社会的包摂につながる [①4]。
道路や駐車スペースを改良された歩行者環境に置き換えることで、特に徒歩圏内での建物へのアクセスが向上すると期待される [①24]。
AVは、身体障害者、高齢者、接続性の低い近隣地域に住む人々にとっての移動を容易にすることができる [④281]。
AV専用ゾーンを指定することで、より人間中心の環境を提供できる [①21]。
アクセス可能なAVを公共交通サービスに組み込むことは、AVのアクセス性の利益を根本的に拡大することができる [④290]。
AVは公共交通機関のフィーダーシステムとして機能し、人間運転の車と比較してファーストマイル/ラストマイルのトランジットアクセス性の問題を緩和する可能性がある [②137]。
AV/HV道路では、広い歩道が特徴で、一般交通に影響を与えることなく乗客の乗降を可能にする [①12]。
チェンジサポーター層は、より公正な公共空間の分配のために新しい滞在場所の導入を歓迎した [⑫385]。
歩道を広げることで歩行者の状況を改善することを可能にする [③233]。
歩道スペースを倍増させ、自転車レーンを作成することによって、アクティブモビリティモードを促進する [③253]。
AVの広範な導入は、移動時間の柔軟性の向上につながる [①4]。
代替モビリティオプションの導入が、受容性向上要因として特定された [⑫347]。
カーインディペンデント層は、新しく導入された共有モビリティを歓迎した [⑫376]。
カーデペンデント層も、対策が車に代わる移動手段を改善したと感じた場合、受容性が向上し、特にモビリティハブは肯定的に評価された [⑫378]。
新しい共有オプションの導入は、受容性にプラスの影響を与えた [⑫389]。
カーシェアリングやライドシェアリングを促進するAVサービス、公共駐車場、規制がなければ、AVは渋滞を増加させる可能性がある [④290]。
AV導入による利益を完全に活用し、起こりうる問題に迅速に対応するためには、都市計画の枠組みがAVに関する設計要素に対応することが重要である [①5]。
都市計画者が事前に計画することで、AVが都市の目標に適応し、それを達成するのを助けるようにする必要がある [③210]。
AV都市へのより良い道筋は、反復的なプロトタイピングプロセスであり、都市設計と政策をAVの技術革新に合わせるのではなく、これらを同時進行させる [④283]。
思慮深いAVの運転アルゴリズム設計、都市設計、および政策イノベーションが、AVの社会的利益の実現に必要である [④282]。
AV企業と政府機関間の親密な協力を育成することが不可欠である [④304]。
対象を絞ったコミュニケーションと参加プロセスは、関連性の高い横断的な受容性要因であることが証明された [⑫347]。
関係者の設計および実施への組み込み、および強力なプロモーションとコミュニケーションが、街路空間再配分措置の受容性において重要な役割を果たす [⑫358]。
異なる態度タイプと説明要因を知ることは、適切な実験設計とプロセスを開発するのに役立つ [⑫400]。
個人の利益に焦点を当てたコミュニケーションが、より成功する可能性がある [⑫390]。
利害関係者と市民が協力して、AV-都市-政策設計の成功を測定するために使用したいメトリックと、メトリックの優先順位付けを特定する [④309]。
AV専用道路では、2車線と路側駐車スペースが、より緑豊かで歩行者に優しい環境のために中央の公共エリアに置き換えられる [①12]。
乗降の目的でピットストップのために道路空間が削減される [①17]。
インターモーダルな乗り換えを容易にするためにトランジットキオスクなどの新しい機器を設置することができる [①17]。
インターモーダル交通ステーションは、乗客の乗降、車両間（V2V）の乗り換え、車両対すべて（V2X）の乗り換えのための交通ハブとして機能する可能性がある [①22]。
ライドヘイリングサービスの下で運行するAVとの通信を強化するために、デジタル機器をステーションに設置することもできる [①22]。
ゾーニング政策を更新し、将来的に使用されなくなるパークアンドライド用地を、アフォーダブルハウジング、グリーンエリア、ビジネスなどの他の土地利用に置き換えることを計画する必要がある [②137]。
AVトラフィックフローを幹線道路と高速道路に限定し、地方道と集合道路では非動力モードと公共交通機関のみを許可することで、歩行者に優しいスーパーブロックを形成する [②143]。
街路の設計をダイナミックでオープンかつ柔軟な方法で再考し、多目的利用を可能にする [③211]。
AVの導入は、様々な公共利用と私的利用を特定の時間ニーズに応じて開発できる、柔軟でダイナミックな空間を設計することを可能にする [③235]。
全般的な美学と質の高いデザインは、肯定的に評価されることがわかった [⑫358]。
SAV（共有自動運転車）以外のAVは、交通渋滞を増加させる可能性がある [④290]。
**空車走行（empty-cruising）**は、郊外の駐車需要を増加させ、交通渋滞を増加させる可能性がある [②133, ②134]。
空車走行により、PAV（個人所有自動運転車）は駐車せずに継続的に循環することを選択する可能性があり、その結果、さらなる渋滞が発生する可能性がある [②134]。
PAV（個人所有自動運転車）の普及は、交通渋滞を増加させる可能性が高い [④290]。
自家用車所有の増加やVMT（走行距離）の増加は、AVによる潜在的な道路容量の増加を相殺する可能性がある [②118]。
AVが運転の負担から解放されることで、移動時間の価値（VoT）が低下し、より多くの交通量を生成することに寄与し、道路容量を減少させる可能性がある [②118]。
空車走行により、VMTと渋滞が増加する可能性がある [②135]。
高速道路の容量が、オンデマンドAVの移動時間の価値（VoT）の変化に比べて非弾力的である場合、平均移動時間が増加する可能性がある [②116]。
PAVは、より多くの通勤旅行のためにCBD（中心業務地区）の街路ネットワークへの需要を増加させる可能性がある [②123]。
SAVは、乗客を乗せるためにアイドル状態の車両があまりにも多くクルーズしている場合、渋滞を増加させる可能性がある [③228]。
AVの導入は、VMT（車両走行距離）の増加、都市のスプロール化の強化につながる可能性がある [③209]。
AVの利用可能性と自宅を都市中心部からさらに遠くに移転したいという意欲との間に正の相関関係が見られた [②107]。
AVによる移動の非効用（disutility of travel time）の低下と交通費の低下により、郊外や都市外縁地域でさらなる都市のスプロール化やより低い居住密度での開発に直面する可能性がある [②88]。
PAVが支配的になると、都市のスプロール化がさらに発生する可能性がある [②101]。
AVの導入は、都市のスプロール化と低居住密度を促進する可能性がある [②88, ②127]。
AVの可用性は、都市のスプロール化を増加させる可能性がある [②126]。
AVの導入は、アクティブモビリティ（歩行や自転車）の減少、公共交通機関利用の減少につながる可能性がある [③207]。
低コストのSAVが導入された場合、歩行シェアが26%、自転車シェアが20%減少する可能性がある [③232]。
SAVは、公共交通機関の利用者を惹きつける可能性があり、低コストで導入された場合、公共交通機関のシェアが16%減少する可能性がある [③232, ③233]。
AV専用レーンは、歩行のしやすさ（walkability）を妨げる可能性がある [②117]。
PAVとSAVの導入は、交通量増加により都市中心部での歩行者や自転車利用者との街路適合性にマイナスの影響を与える可能性がある [②117]。
PAVは、空車走行により低密度郊外で駐車場所を探すため、郊外での駐車需要が大幅に増加する可能性がある [②79, ②133]。
空車走行により、郊外で交通渋滞と土地の非効率な利用といった交通と土地利用の公平性の問題が生じる可能性がある [②135]。
空車走行のコストが時間駐車コストよりも90%安い場合、AVsは無料の駐車スペースを探して郊外を巡回することが奨励される可能性がある [②133]。
都心部において、PAVの所有者は、目的地により近い降車が可能になるため、駐車スポットから最終目的地までの歩行がなくなる可能性があるが、迎車待ち時間が発生する [②136]。
AVは、通常高密度地域外の安価な駐車場所を見つける傾向があるため、迎車待ち時間が長くなる可能性があり、これはPAVの採用に重要な役割を果たす [②136]。
現在の橋梁設計基準は、自動トラックの隊列走行を許可するのに安全ではない [②142]。
AVの車線維持システムにより車輪の横方向の移動（wheel wander）がなくなるため、舗装の劣化が激しくなる可能性がある [②142]。
既存のオーバーヘッド構造と舗装は、AVを許可するために再建または強化される必要があり、これは都市にとって大きな追加コストとなる [②142]。
地下ユーティリティインフラを交換または移動するコストは、法外に高くなる可能性がある [②142, ③234]。
交差点での非動力モードとの交通流の問題を解決するために、歩行者と自転車利用者のための立体交差インフラの建設が必要になる可能性があり、これは資金調達が不可能なインフラコストにつながる可能性がある [②141]。
AVの社会的利益を実現するには、思慮深いAVの運転アルゴリズム設計だけでなく、都市設計と政策イノベーションが必要である [④282]。
異なる組織がAV、都市インフラの異なる構成要素、および異なる規制に関する設計決定を所有しているため、組織的な障壁を乗り越えて協力する必要がある [④299]。
多様な将来のAVは、既に複雑なAV-都市-政策の設計状況にさらなる複雑さを加える [④300]。
AVの運転行動設計にはミクロなシミュレーションが、都市計画と政策決定にはマクロなシミュレーションが必要であり、両者を同時にプロトタイプ化することは計算上（あまりにも）要求が厳しい [④300, ④301]。
AV、都市、政策の設計努力は異なる仮定の下で、また異なる目標を追求して行われることが多く、設計の改善、調整、およびトレードオフの決定においてさらなる複雑さが伴う [④301]。
空き駐車場の再開発が行われない場合、陳腐化（obsolescence）の程度と潜在的な経済的衰退を引き起こす潜在的な危険がある [②133]。
街路空間再配分措置は、人々の日常生活環境と生活に根本的に影響し、場所への権利、場所の感覚、ジェントリフィケーション、騒音、地域経済など、モビリティ以外の（既存の）問題に触れる [⑫359]。
街路空間再配分措置に強く反対する少数派が、全体的な拒否という認識とプロジェクトの阻止につながる可能性がある [⑫350]。
計画・意思決定プロセスにおける手続き上の対立は、再設計された街路空間の不公平性の認識の基になる [⑫356]。
（新しい）公共空間は、肯定的な交流や大きな社会的結束だけでなく、対立を引き起こし、社会集団間の意見や偏見を強化する可能性もある [⑫360]。
誤報、陰謀論、科学や制度に対する信頼の浸食といった新たに生じた課題の観点から都市変革政策に対する抵抗が議論されている [⑫360]。
AVは公共インフラの一部と見なされ、**最大の公共の利益（例：渋滞の減少、道路整備の容易さ）**に向けて最適化される傾向があるが、**企業は最大の顧客価値（例：AVの運転行動の個別化）**に向けて設計するため、異なる仮定が対立を生む [④301]。
街路再配分措置の導入前後の両方で、十分なコミュニケーション、参加、および共創が不足していると、受容性が低下する傾向がある [⑫395]。
騒音に敏感な住民にとって、新しい公共空間（滞在場所や遊び場）の設置は、レクリエーション騒音の増加による受容性の障壁となる [⑫393]。
新しい滞在場所での騒音（パーティーをする人々、遊ぶ子供たち、会話）への恐怖と妨害が、導入された措置とプロジェクトの拒否につながった [⑫384]。
自動車への依存や自動車への愛着は、受容性の障壁として特定された [⑫347, ⑫389]。
日常の移動に車を必要とする車依存者にとって、路上駐車の減少は不公平であると認識され、受容性の低さにつながる [⑫378, ⑫388, ⑫401]。
自家用車の所有と路上駐車の権利を自明のものと見なし、変化の必要性を感じない現状維持に満足している層は、車利用と所有の削減を目指すプロジェクトを頭ごなしに拒否した [⑫386, ⑫401]。
路上駐車の減少が、車所有者によって個人の権利と公共空間の私有化をめぐる対立する価値観と認識され、この習慣の強制的な変更が破壊的で不当と見なされる可能性がある [⑫388]。

ズーム位置調整用

AV
自動運転車

294件

DR
ドローン
156件

AD
自動配送ロボット

214件

PS
公共空間

128件

UA
空飛ぶクルマ

122件
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社会的受容形成の影響要因の抽出STEP.2

「信頼は、ユーザーが自動化された技術、特に自動運転車のようなシステムを使用する可能性を決定づける重要な要素である」
「自動運転車導入により、交通事故や犯罪に巻き込まれることへの不安が高まってきている」

「ドローンは、ラストマイル配送でより速く、より効率的な小包配送を可能にし、同時に関連コストを削減することが期待されている」
「ドローン利用に対する反対論として、プライバシー侵害に関する議論が挙げられる」

「移動時間は空飛ぶクルマ採用において最も影響力のある要因である」
「空飛ぶクルマの採用を阻害する要因として、サイバーセキュリティの問題と潜在的なハイジャック/データ侵害が挙げられる」

「自動配送ロボットの利用は、従来の配送方法と比較して、消費者に大きな柔軟性と利便性をもたらす可能性がある」
「ヨーロッパでは、自動配送ロボットが依然として主にパイロット段階で運用されている理由の一つは、法的枠組みの確立における課題である」

「自動運転車の駐車場は、現在の駐車場と比較してより効率的な空間利用を生み出すことが期待される」
「自動運転車の導入は、都市のスプロール化と低居住密度を促進する可能性がある」

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理

抽出した記述の例（日本語訳）
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社会的受容形成の影響要因のカテゴリ分類作成STEP.3

・914件の記述（文）を３つのAIに読み込ませて、カテゴリ分類のたたき台を作成
・AIを活用して作成したたたき台をもとに、研究員で議論して11カテゴリ分類を作成

○ 抽出した記述がどのような影響要因に分類できるか検討し、11カテゴリ分類を作成した。

01 安全性・信頼性

02 機能・性能

03 使いやすさ・料金

04 経済性

05 規制・制度

06 プライバシー・倫理・悪用

07 公平性・透明性

08 都市・環境

09 地域・属性・不平等・格差

10 感情・心理

11 知識・経験

影響要因のカテゴリ分類作成

■ 影響要因のカテゴリ分類作成方法

研究員での
議論た

た
き
台

11
カ
テ
ゴ
リ
分
類

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理
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社会的受容形成の影響要因の集計・分析 ①カテゴリ分類・集計STEP.4

①影響要因の11カテゴリへの分類

■ 影響要因の集計・分析方法

・11カテゴリの分類基準を作成し、NotebookLMに対して影響要因の記述（文）を分類するよう指示
✓ 1件の記述（文）につき、少なくとも１カテゴリ、最大５カテゴリに分類

②影響要因の集計・分析

・カテゴリ別、モビリティ別に影響要因の記述件数を集計して傾向や特徴を分析
✓ モビリティによる違いを把握するため、公共空間を除く786件の記述（文）を分析対象とする

■ 影響要因の分類結果（件数）

○ 抽出した影響要因の記述がどのカテゴリに該当するかを集計整理した。

AV
自動運転車

UA
空飛ぶクルマ

DR
ドローン

AD
自動配送ロボット

PS
公共空間

01. 安全性・信頼性 39 14 14 23 15

02. 機能・性能 56 14 30 57 19

03. 使いやすさ・料金 64 20 47 57 27

04. 経済性 24 16 13 19 28

05. 規制・制度 11 13 7 17 14

06. プライバシー・倫理・悪用 27 13 21 33 0

07. 公平性・透明性 38 23 11 26 30

08. 都市・環境 15 25 26 35 93

09. 地域・属性・不平等・格差 68 7 19 40 16

10. 感情・心理 157 32 42 71 27

11. 知識・経験 34 4 7 18 4

延べ記述件数 533 181 237 396 273

分析対象

新モビリティの導入に伴う都市の
変化に関する記述が多いが、
新モビリティの社会的受容形成に
直接影響する内容は少ない。

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理
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社会的受容形成の影響要因の集計・分析 ②複数AIによる検証STEP.4

■ 4つのAIとの比較によるNotebookLM分類結果の妥当性検証

○ 他の４つのAIに同様の指示をして影響要因のカテゴリ分類を行い、NotebookLMによる分類結果
が概ね中央値的な結果であることを確認した。

AV UA DR AD

影響要因件数 294 122 156 214

拡大率 1.00 2.41 1.88 1.37

※モビリティにより影響要因の総件数が大きく異なるため、
件数に応じた拡大率を乗じることでモビリティ間のオーダーを揃えた。

他AIと比較して特異値と
なっているものは少ない

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理
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STEP.4

✓ 「10．感情・心理」の割合が高い
⇒実証・普及が進んでおり、一般市民でもイメージが

しやすいため、割合が高い可能性が考えられる。
※アンケート調査を行った研究が多い。

✓ 「08．都市・環境」の割合が高い
⇒運転方法の転換に過ぎない自動運転車と比較して

変化が大きいため、割合が高い可能性が考えられる。

技術面や実用性に関するカテゴリの構成比は4つのモビリ
ティで比較的似ているが、

✓ ドローン：「03 ．使いやすさ・料金」の割合が高い
⇒具体的な内容：配送サービスの使いやすさ

✓ 空飛ぶクルマ：「04 ．経済性」の割合が高い
⇒具体的な内容：導入コストの高さ、

公益性や緊急性が高い用途の公益負担

✓ 「06．プライバシー・倫理・悪用」の割合が高い
⇒具体的な内容：カメラによるプライバシーへの懸念、

ハッキングリスク

✓ 「05 ．規制・制度」の割合が高い
⇒具体的な内容：安全、環境、騒音に関する規制や

制度づくりが必要との指摘

社会的受容形成の影響要因の集計・分析 ③モビリティによる違いの分析

○ 抽出した影響要因をモビリティ別に集計整理して、影響要因のモビリティによる違いを分析した。

AV UA DR AD
自動運転車 空飛ぶクルマ ドローン 自動配送

ロボット

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理

✓ 「10．感情・心理」の割合が高い
⇒実証・普及が進んでおり、一般市民でもイメージが

しやすいため、割合が高い可能性が考えられる。
※アンケート調査を行った研究が多い。

技術面や実用性に関するカテゴリの構成比は4つのモビリ
ティで比較的似ているが、

✓ ドローン：「03 ．使いやすさ・料金」の割合が高い
⇒具体的な内容：配送サービスの使いやすさ

✓ 空飛ぶクルマ：「04 ．経済性」の割合が高い
⇒具体的な内容：導入コストの高さ、

公益性や緊急性が高い用途の公益負担

✓ 「06．プライバシー・倫理・悪用」の割合が高い
⇒具体的な内容：カメラによるプライバシーへの懸念、

ハッキングリスク

✓ 「05 ．規制・制度」の割合が高い
⇒具体的な内容：安全、環境、騒音に関する規制や

制度づくりが必要との指摘

✓ 「08．都市・環境」の割合が高い
⇒運転方法の転換に過ぎない自動運転車と比較して

変化が大きいため、割合が高い可能性が考えられる。
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■ 自動運転車の地域によるカテゴリ構成比の違い
…日本と上位３地域（アジア・欧州・北米）の比較

STEP.4 社会的受容形成の影響要因の集計・分析 ④地域による違いの分析

○ NotebookLMにて、著者の所属組織や調査地より各文献の研究対象地域を推定し、抽出した影響
要因に地域（国）の情報を付加することで、影響要因の地域による違いを分析した。

■ 日本
✓ 「01 ．安全性・信頼性」の割合が高い

■ 影響要因の地域別構成比

AV

・ アフリカは0件

4モビリティ
786件 237件

■ 欧州・アジア
✓ 全体的に構成比が似ている
✓ 「02．機能・性能」の割合が高い

■ 北米
✓ 「04．経済性」の割合が高い
✓ 「09．地域・属性・不平等・格差」の割合が高い
✓ 「10．感情・心理」の割合が低い

※日本以外

※日本以外

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理

■ 日本
✓ 「01 ．安全性・信頼性」の割合が高い

■ 欧州・アジア※日本以外

✓ 全体的に構成比が似ている
✓ 「02．機能・性能」の割合が高い

■ 北米
✓ 「04．経済性」の割合が高い
✓ 「09．地域・属性・不平等・格差」の割合が高い
✓ 「10．感情・心理」の割合が低い
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分類分析のまとめ

✓ モビリティ別の影響要因の件数は、 自動運転車＞＞自動配送ロボット＞ドローン＞空飛ぶクルマの
順であり、実証・普及が進んでいるモビリティほど件数が多いという結果であった。

✓ 11カテゴリに分類した結果から、「感情・心理」が、新モビリティの社会的受容形成に影響を及ぼす
要因として、最も関心が高いものであることが示唆された。

✓ 影響要因のモビリティによる違いについて、自動運転車とそれ以外で傾向の違いが見られた。
⇒実証・普及状況の差、既存のモビリティやサービスからの変化の大きさの差が表れている可能性。

✓ 影響要因の地域による違いについて、自動運転車では、日本が安全性・信頼性に関心が強い点、
北米が経済性や地域・属性・不平等・格差に関心が強い点、欧州・アジアが機能・性能に関心が強
い点などが示唆された。

○ 新モビリティの社会的受容に関する海外論文を中心とした文献レビューにより、社会的受容形成に
影響を及ぼす要因にはどのようなものがあるか、具体的な記述を抽出した。

○ 抽出した記述から影響要因を11カテゴリに分類し、モビリティ別・地域別に集計整理することで、
どのような影響要因に関心があるかや、関心の大きさの把握を試みた。

2-1. 社会的受容形成の影響要因に関する分類分析

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理
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2-2. 新モビリティの「社会的受容」の再定義

○ 「社会的受容」の概念は、再生可能エネルギー分野において、世論の支持だけではプロジェクトが
進まない状況を受けて研究が発展した。

○ 「社会的受容」の概念の定義としては、2007年にWüstenhagenらにより、「社会政治的受容」
「地域的受容」「市場的受容」の３つの区分が提唱され、その後の研究で、それらの概念を「時間」
「権力・影響力」「スケール」の３つの動態的視点へ拡張すべきという主張がなされている。

■ Wüstenhagenらによる「社会的受容」の３つの概念区分と動態的視点

社会政治的受容

市場的受容地域的受容

「社会的受容」の
概念区分

時間
・マクロ
（経済的：

市場・産業組織）

・メゾ
（政治的：ガバナンス・

制度的プロセス）

・ミクロ
（社会的： 態度・認識）

権力・影響力

動態的視点

出典：Wüstenhagen et al.[2007],“Social acceptance of renewable energy innovation:An introduction to the concept”
Ellis et al. [2023], “Dynamics of social acceptance of renewable energy: An introduction to the concept”

・技術と政策の両方が対象
・一般市民による
・主要な利害関係者による
・政策決定者による

・手続き的公正
（意思決定プロセス）

・分配的公正
（コストと便益の配分）

・信頼
（コミュニティの、投資家・関係者の
情報と意図への信頼）

・消費者
・投資家
・企業内

・プロジェクトの段階
（実施前/中/後）

・外部イベント
・経路依存性
（過去・未来との関係）

スケール

・支持者vs反対者
・開発者vs住民
・金銭的参加
・社会関係とエネルギー正義

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理



31

2-2. 新モビリティの「社会的受容」の再定義

○ 新モビリティの「社会的受容」について、再生可能エネルギーとの比較検討を行い、
３つの概念区分における主体の具体例について検討した。 

■「社会的受容」に関する観点の 再生可能エネルギーと新モビリティとの違い

■新モビリティの「社会的受容」の３つの概念区分を構成する主体の具体例

社会政治的受容

地域的受容

政治家、政策決定者、交通管理者、技術者・研究者、一般市民、世論・メディア

利用者、投資家、新規参入事業者・導入事業者

地域住民・沿道住民、自治体、競合事業者・労働者

市場的受容

観点 再生可能エネルギー 新モビリティ

主要な意思決定項目 立地決定 サービス導入

目的 長期的・社会全体の環境便益向上 地域・個人の移動の利便性向上

空間的特徴 固定的・静的 移動的・動的

リスクの可視性 風景変化、騒音、生態系など長期・累積 事故・衝突・プライバシーなど即時・直接

主要なステークホルダー 地域住民、投資家、事業者、自治体
利用者、地域住民・沿道住民、事業者、自治体、
競合事業者・労働者

地域的受容の傾向（初期）
世論に加え、初期の発電所が象徴的存在
になり、受容の影響が持続

技術的安全性・プライバシーへの懸念
恐怖・信頼など感情的な反応が強く影響

地域的受容の傾向（推移）
計画段階：受容→立地段階：抵抗
→稼働後：受容 とU字カーブを描く

構想：期待→実証開始後：試験運行の成功・失敗が
受容に即座に影響→短期間で揺れ幅が大きい

構成主体：

構成主体：

構成主体：

2. 新モビリティの社会的受容構造の整理



出典：Gartner、「日本における未来志向型インフラ・テクノロジのハイプ・サイクル：2024年」を発表（2024年8月7日）
https://www.gartner.co.jp/ja/newsroom/press-releases/pr-20240807-future-oriented-infra-tech-hc

日本における未来志向型インフラ・テクノロジのハイプ・サイクル

期
待

度

黎明期 幻滅期 啓発期 生産性の安定期「過度な期待」
のピーク期

時間

都市型エア・モビリティ

２０２４年

出典：Gartner、2025年の日本における未来志向型インフラ・テクノロジのハイプ・サイクルを発表（2025年10月1日）
https://www.gartner.co.jp/ja/newsroom/press-releases/pr-20251001-infratech-hc

日本における未来志向型インフラ・テクノロジのハイプ・サイクル

期
待

度

黎明期 幻滅期 啓発期 生産性の安定期「過度な期待」
のピーク期

時間

都市型エア・モビリティ ２０２５年

2-2. 新モビリティの「社会的受容」の再定義

本研究における、新モビリティの「社会的受容」の再定義

「社会を構成する３主体がコミュニケーションを通じて形成していく受容」
計画や事業等の継続的な取り組みを伴い形成される受容であり、

社会的合意形成とはほぼ同義であると考えられる。

■時間軸に沿った「社会的受容」レベルの変化

経過時間

社
会

的
受

容
レ

ベ
ル

構想期 実証期

社会政治的受容

市場的受容

地域的受容

■ 既存の事例（ハイプ・サイクル） ■ 本研究における検討イメージ（詳細は３章にて）

３主体の社会的受容レベルは、それぞれが時間軸に沿って常に変化しており、これらが相互に作用し
ながら新モビリティの「社会的受容」が形成されていくものと考えられる。
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2. 新モビリティの社会的受容構造の整理
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3．社会的受容形成のための
枠組みの提案と考察
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3. 社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

○ ２章で再定義した通り、新モビリティの社会的受容とは、「社会を構成する３つの主体がコミュニケー
ションを通じて形成していく受容（≒社会的合意形成）」である。

○ したがって、合意形成された状態を目指すためには、その形成過程が重要であり、受容形成を偶発
的な結果に委ねるのではなく、主体とのコミュニケーションを適切に設計していく視点が必要となる。

→ 本章では、新モビリティに関する計画発議から事業展開までの各段階を通じて、「３つの主体とコミュ
ニケーションを通じて受容を形成していく」ための枠組みを検討する。

■ ３章の検討フロー

社会政治的受容構成主体
（政治家、一般市民、

世論・メディア等）

市場的受容
構成主体

（利用者、投資家、
新規事業者等）

地域的受容
構成主体
（地域住民、

競合事業者・労働者等）

継続的なコミュニケーションを通じて
社会的受容を形成する枠組みを検討

2-1 社会的受容の影響要因
に関する分類分析

2-2 新モビリティの
社会的受容の再定義

２章 新モビリティの社会的受容構造の整理

3-1 新モビリティ導入における
計画体系と市民参画の現状

３章 社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

3-2 複数の計画プロセスが
連携した枠組みの提案

3-3 社会的受容形成の
検討軸とリスクの整理

3-4 提案した枠組みに関する考察

■ ３章の目的

社会を構成する３つの受容主体



3-1. 新モビリティ導入における計画体系と市民参画の現状

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

■ 新モビリティ導入に関する日本の従来の進め方（イメージ）

行政および事業者による
技術検討・制度検討が先行

実証実験の前後や導入判断を行った後に
情報公開（報道）、住民説明等により

理解促進を行う段階的な進め方が主流

地域住民等との対話（地域的受容）やSNSや報道を含む公衆としての世論の受容（社会政治的受容）が実証
実験段階以降に偏在することにより、社会的受容形成上のリスクが特定の段階に集中し、 一度生じた反発が
導入継続を困難にする不可逆的な影響をもたらす可能性がある。

事業としての持続可能性や投資判断といった市場的受容が成立しない場合には、実装が進まない可能性があ
る。

○ 日本での新モビリティ導入において、体系的かつ継続的に３つの主体とコミュニケーションが取れる
仕組みや計画体系がなく、導入継続を困難にする影響が出たり、実装が進まない実態に繋がりやす
い。

35

■ 主体別の課題

※AI生成画像 ※AI生成画像
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3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

① ドイツでは、シュツットガルトにおけるターミナル駅事業の市民運動の激化を契機として、2013年
連邦法改正により計画初期段階での市民参加が義務化された。

② EUのSUMPは、各都市や地域による持続可能なヒトやモノの移動（モビリティ）に関する戦略的な
計画で、計画検討の早い段階から市民や関係者との対話と協働を重視している。

③ ノルウェーでは、憲法第100条における、表現の自由「真理」「民主主義」「意見形成（自律）」の
三原則に基づき、国・地方とも計画策定プロセスの情報公開レベル（透明性）が極めて高い。

→ 新モビリティの新たな参入に対応可能な計画の枠組みが整っている

①連邦法改正による市民参画義務化（ドイツ） ②SUMPの各段階での市民参画（EU） ③透明な計画策定プロセス（ノルウェー）

出典 ① 『Handbuch Bürgerbeteiligung：Verfahren und Akteure, Chancen und Grenzen』ドイツ（2012）
② 『SUMP：Sustainable Urban Mobility Plans』欧州委員会（2013）
③ 屋井鉄雄、水谷誠著『ノルウェー、透明な世界の地域・インフラづくり－日本の未来を展望する－』公益社団法人土木学会（2026）

■ 海外の市民参画の事例

3-1. 新モビリティ導入における計画体系と市民参画の現状



3-２. 複数の計画プロセスが連携した枠組みの提案

本研究では、新モビリティの計画発議から導入・展開までに至る
複数の計画を連鎖的に進め、その進行を段階的にマネジメントす
る体系を「プランニングチェーン」と定義する。これは、個別計画
の策定手続きとしての「計画プロセス」と区別される概念である。

上位計画

構想計画

実施
計画

新モビリティ導入に関する発議

展開
計画

プランニングチェーン
※道路、都市等

様々な分野の計画を含む

■ 「プランニングチェーン」の定義

○ 本研究では、新モビリティの特徴を踏まえ、３つの主体とコミュニケーションを通じて社会的受容を形
成する仕組みとして、新たに「プランニングチェーン」という枠組みを定義する。

実施
計画

展開
計画

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

単一の計画
（計画プロセス）

■ 新モビリティの特徴

ステークホルダー
の多様さ

空間利用の複雑さ

単一の計画での社会的受容形成は難しい 【イメージ図】

技術更新の速さ

プランニングチェーンに
含まれる計画それぞれの
段階を「計画フェーズ」と
定義する。

37

※AI生成画像



3-２. 複数の計画プロセスが連携した枠組みの提案

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

○ 新モビリティの導入において、従来型の進め方では急激な技術更新に対応する手続きが追い付かず、
また導入前提型の進め方では、他のモビリティを含めた空間利用の複雑さやステークホルダーの多様
さに対して、体系的・統合的に対応するのが難しいといった課題がある。

○ このため、現地で実証しながら市民と多様な関係者の間でコミュニケーションを継続し、本格導入へ
取組みを進める中で関係する計画の見直しを行っていく実証先行型の進め方が望ましい。

■ 「プランニングチェーン」の全体像 ★：各型のスタート地点

構想計画
ネットワーク（NW）計画、

概略計画

上位計画
総合計画などの目的・方針、初期構想

展開計画
本格導入、運用継続

実施計画、試行段階
実証実験含む

構想計画
ネットワーク（NW）計画、

概略計画

実施計画、試行段階
実証実験含む

展開計画
本格導入、運用継続

実施計画、試行段階
実証実験含む

展開計画
本格導入、運用継続

構想計画
ネットワーク（NW）計画、

概略計画

具体化

実用化

一般化

継続・見直し

★

展開計画
本格導入、運用継続

実施計画、試行段階
実証実験含む

あるべき未来像

従来型 実証先行型 導入前提型

★

★

○ 上位計画と整合、段階的・公正な意思決定
× 短期間での計画変更、初期段階からの市民参加

○ 市場の変化への対応、迅速な意思決定
× 限定的な範囲での合意形成、急激な反発のリスク
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3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

3-２. 複数の計画プロセスが連携した枠組みの提案

■プランニングチェーンの細分化イメージ

39

○ プランニングチェーンは、個別計画の策定手続きとしての「計画プロセス」が連鎖したものとなるため、
プランニングチェーンの下で個々の計画プロセスのデザインが必要である。

従来型

★：各型のスタート地点

1.1上位計画（目的・方針における
NMの位置づけ）

1.2NMの構想計画

2.1NMのNW計画（長
期的なNW形成の計画）

2.2NMの概略計画（特
定ルート案の検討）

3.1概略計画を受けた特
定ルートの実施計画

4.1本格導入（NW計画
に基づくルートの展開）

★
1.1上位計画（目的・方針における

NMの位置づけ）

2.1NMのNW計画（長
期的なNW形成の計画）

2.2NMの概略計画（特
定ルート案の検討）

3.1概略計画を受けた特
定ルートの実施計画

3.2実証実験

4.1本格導入（NW計画
に基づくルートの展開）

4.2運用・継続・改善

★

1.2NMの構想計画

3.2実証実験

4.2運用・継続・改善
導入

前提型



社会・市民の懸念
＝社会的受容形成に

関するリスク

3-３. 社会的受容形成の検討軸とリスクの整理

１．真偽：客観的真理性
⇒客観的な事実や、科学的・工学的な因果関係に関するもの

例）「自動運転で本当に事故件数は減るのか、
根拠データを示してほしい」

「雨天や夜間でもセンサーが正常作動する
という技術的根拠が知りたい」

２．正邪：規範的正当性
⇒法律、ルール、手続きの公平性、社会的正しさに関するもの

例）「事故時の責任所在を曖昧にしたまま
公道走行を許可すべきではない」

「住民説明会を開かずに計画を進めるのは
手続き上問題があるだろう」

３．善悪：主観的誠実性
⇒内面的な感情、美意識、価値観に関するもの

例）「人が運転しない車はなんとなく
怖くて心情的に受け入れがたい」

「空飛ぶクルマが飛び交う空の景色は
美しくないし好きになれない」

■ ３つの検討軸の定義と分類例

技術
検討

計画
検討

コミュニ
ケーション

○ プランニングチェーンは「計画の時間的構造」を示す枠組みであり、それに含まれる計画プロセスの
中で具体的にどのように社会の懸念に対応していくべきかを整理する枠組みが必要である。

○ 日本の公共事業の構想段階においては、「技術・専門的検討」「計画検討手順」「住民参画促進」
の３つを連携させ、透明性を保ちながら新規事業化に向けた検討を進めている。

○ 本研究では、新モビリティに関する社会や市民の懸念（＝社会的受容形成に関するリスク）を整理
する切り口として、３つの検討軸（技術検討／計画検討／コミュニケーション）を設定した。

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

分類

出典
・国土交通省「公共事業の構想段階における
計画策定プロセスガイドライン」、2008.4

・屋井鉄雄・泊尚志：事実と価値との関わりを考慮した
計画プロセスの新たな理論的枠組み
（2014年 土木学会論文集）

■ 日本の市民参画の事例

対応
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3-３. 社会的受容形成の検討軸とリスクの整理

本章で再分類（リスク）2-1で分析した影響要因

【３つの検討軸】の導入

１．真偽：客観的真理性
⇒客観的な事実や、

科学的・工学的な
因果関係に関するもの

２．正邪：規範的正当性
⇒法律、ルール、

手続きの公平性、
社会的正しさに関するもの

３．善悪：主観的誠実性
⇒内面的な感情、美意識、

価値観に関するもの

○ 新モビリティの社会的受容形成において対象となるリスクを整理するため、２章で分析した社会的
受容形成に影響を及ぼす要因について、【３つの検討軸】の定義に基づき「新モビリティの社会的
受容形成に関するリスク」として再分類した。

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

技術検討

計画検討

コミュニケーション

３つの検討軸
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3-３. 社会的受容形成の検討軸とリスクの整理

■ リスクのカテゴリ分類結果（具体的なリスク）

３つの検討軸 10カテゴリ 具体的なリスク

技術検討
【真偽】

01. 安全性 交通事故・死
傷リスク

システム・ハー
ドの故障

複雑な交通状
況への対応力

サイバー攻撃
への耐性

センサーの検
知ミスや設計
不備

悪天候下での
性能低下

緊急時の確実
な回避・対処

荷物の損傷・
紛失

専門家共同体
による安全判
定基準

02. 機能・経済性 高額な導入・
開発コスト

航続距離・
バッテリー限
界

配送遅延・再
充電の所要時
間

補給インフラ・
ポートの不足

段差・凹凸・狭
路の走行限界

維持管理・整
備費用の負担

空域の混雑と
容量制限

乗り物酔いの
発生率

エネルギー消
費の実態

03. 情報の確からしさ 技術能力の過
大・過少評価

技術への馴染
みのなさ

AI判断の透明

性・説明可能
性

将来予測の不
確実性

専門知識の欠
如による誤認

適切な教育・
訓練の不足

運行情報の正
確性

科学的根拠の
有無

計画検討
【正邪】

04. 法規制・制度 事故時の法的
責任の所在

法規制と実態
の保護レベル
の差

損害賠償・保
険制度の不備

認可・参入基
準の未整備

重量・速度等
の法的制約

国際標準化の
欠如

管制システム
の未確立

計画確定行為
の正当性

05. 公正性・透明性 受益者と損失
者の非対称性

地域政策との
不適合

意思決定プロ
セスの不透明
性

住民参画プロ
セスの不足

公共空間の私
有化への対立

手続き上の不
公平感

情報開示の不
十分さ

反対派への説
明義務

06. 格差・不平等 年齢による受
容性の格差

教育水準によ
る理解の差

移動の正義
（所得格差）

自動化による
雇用喪失・代
替

社会的弱者を
保護する規範
の不備

障害者・マイノ
リティの排除

地域インフラ
格差

07. 倫理・悪用 許可なき個人
情報の転用

犯罪・テロへ
の悪用

企業利益と公
共益の対立

機体へのいた
ずら・妨害

倫理的ジレン
マの判断基準

AI判断の偏見

と不当な差別
組織的説明責
任の欠如

薬物・違法物
の輸送

コミュニ
ケーション
【善悪】

08. 感情・心理 楽しさ・ワク
ワク感の欠如

技術への本能
的な恐怖・不
安

変化への抵
抗・現状維持
意識

手動運転への
個人的愛着

自身で制御で
きないことへ
の不安

家族を想う主
観的な心配

新技術への好
奇心欠如

計画主体への
根源的不信感

09. 美意識・感性 都市の静寂の
喪失（騒音）

デザインの美
醜の好み

景観の醜さ
（視覚的汚染）

周辺環境との
不適合

自然・生態系
への侵入感

伝統的景観と
の不調和

機体の威圧的
な外観

10. 知識・経験 私的空間の覗
き見

利用料金への
不満

支払意思と価
値の乖離

操作習得の煩
わしさ

住民の場所権
や愛着の侵害

親子交流の減
少

公共性・広場
の喪失

人間中心思想
の欠如

生活の加速に
伴う熟議の喪
失

多 記述（文）数 少

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

○ ２章で対象とした論文に記載されていたリスクを、再分類したカテゴリ別に整理した。
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3-4. 提案した枠組みに関する考察

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

○ これまで枠組みを示してきた「社会を構成する『受容主体』」、「プランニングチェーンの『計画
フェーズ』」 、「社会の懸念に対応する『３つの検討軸』」を掛け合わせて、新モビリティにおける社
会的受容形成で具体的に検討・考慮すべきことを考察する。

社会政治的受容
構成主体

（政治家、一般市民、
世論・メディア等）

市場的受容
構成主体

（利用者、投資家、
新規事業者等）

地域的受容
構成主体
（地域住民、
競合事業者・
労働者等）

１．真偽：客観的真理性
⇒客観的な事実や、

科学的・工学的な
因果関係に関するもの

２．正邪：規範的正当性
⇒法律、ルール、

手続きの公平性、
社会的正しさに関するもの

３．善悪：主観的誠実性
⇒内面的な感情、美意識、

価値観に関するもの

技術検討

計画検討

コミュニケーション

社会の懸念に対応する
『３つの検討軸』

社会を構成する
『受容主体』

プランニングチェーンの
『計画フェーズ』

上位計画

構想計画

実施
計画

展開
計画

43



3-4. 提案した枠組みに関する考察

○ 懸念の性質ごとに異なる検討軸・計画フェーズで対応することにより、リスク分散・進行管理がしや
すくなる。

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

計画フェーズ

上位計画
総合計画などの目的・方針、

将来ビジョン

構想計画
ネットワーク（NW）計画、

概略計画

実施計画、試行段階
実証実験含む

展開計画
本格導入、運用継続

３
つ
の
検
討
軸

技術検討
【真偽】

●新モビリティの技術的成立
可能性の初期整理

●想定される安全性・性能
条件の明確化

●システム構成・運行条件
の設計

●技術的制約の明示

●実環境での安全性・
実用性検証

●データ公開による信頼形
成

●継続的モニタリングと
データ公開

対応リスク 01.安全性、02.機能・経済性
01.安全性、02.機能・経済性、
03.情報の確からしさ

01.安全性、02.機能・経済性、
03.情報の確からしさ

01.安全性、
03.情報の確からしさ

計画検討
【正邪】

●導入目的・公共性の整理
●社会的必要性の根拠提示

●責任分担・制度設計の
具体化

●地域選定の正当性整理

●事故時責任・運用ルール
の明確化

●継続改善・
制度アップデート

対応リスク
05.公正性・透明性、
07.倫理・悪用

04.法規制・制度、05.公正性・透
明性、06.格差・不平等

04.法規制・制度、
07.倫理・悪用

04.法規制・制度、05.公正性・透明性、
06.格差・不平等、07.倫理・悪用

コミュニケー
ション

【善悪】

●初期段階からの情報公開
●公衆の期待値・懸念の把

握

●地域との早期対話
●価値観・不安の収集

●体験機会の提供
（試乗等）

●不安・違和感の吸収

●インシデント時の説明・
信頼回復

●継続的対話と期待管理

対応リスク 08.感情・心理
08.感情・心理、
09.美意識・感性 等

08.感情・心理、
10.知識・経験 等

08.感情・心理、10.知識・経験
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3-4. 提案した枠組みに関する考察

３つの検討軸

特徴 特に重視すべきリスク コミュニケーションの要点

受
容
主
体

「社会政治的受容」
構成主体

関心の中心
「正しく決められたか」
→制度・手続きの正当性、

説明責任、公共性を重視。

技術検討
０１．安全性
計画検討
04. 法規制・制度
05. 公正性・透明性
07. 倫理・悪用

エビデンスに基づく政策説明、
透明性の確保、
国際比較・専門家見解の提示

「市場的受容」
構成主体

関心の中心
「本当に使えるか、儲かるか、
リスクは管理できるか」

→技術の信頼性・コストと、
責任分界点、規制リスクの両面
を重視。

技術検討
０１．安全性
02. 機能・経済性
計画検討
04. 法規制・制度

技術スペック・運用実績データ、
ビジネスケース、
責任分界点の明確化

「地域的受容」
構成主体

関心の中心
「自分の生活がどうなるか」
→感情・価値観・生活への影響と、

手続き的公正・プライバシーを
重視。

計画検討
05. 公正性・透明性
07. 倫理・悪用
コミュニケーション
08. 感情・心理
09. 美意識・感性
10. 知識・経験

感情を否定しない傾聴、
体験機会、参画機会、
短いフィードバックループ

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

○ 主体によって関心が異なるため、それに対応して重視すべきリスクも異なる。

○ 同一のリスクであっても、主体の関心の違いに配慮したコミュニケーションが求められる。
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3-４. 提案した枠組みに関する考察

■ ３つの受容主体の社会的受容レベルの変化（イメージ）

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

○ 本格的な社会との接点が試行段階となると、これまで潜在化していた懸念が一気に顕在化し、受容
回復困難な反発に繋がる。

○ 主体別の受容の動態性に応じて、早期から適切なコミュニケーションが必要となる。
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３つの検討軸

受容主体計画フェーズ

計画フェーズ

社
会

的
受

容
レ

ベ
ル

１．上位計画 ２．構想計画 ３．実施計画・試行段階 ４．展開計画

経過時間

社会政治的受容
構成主体

（政治家、一般市民、
世論・メディア等）

市場的受容
構成主体

（利用者、投資家、
新規事業者等）

地域的受容
構成主体
（地域住民、
競合事業者・
労働者等）

社会を構成する
『受容主体』

・複数回のインシデント
・説明会や詳細な情報公開を
きっかけとした反発運動 など

地域的受容
導入までに
受容レベルを回復できる
対応余地が限られている

早期の市民参画

制度・手続きの
正当性確立

市場的受容

社会政治的
受容



3-4. 提案した枠組みに関する考察

【参考】ウィーンにおける地域とのコミュニケーションの例（専門家と街歩き、ワークショップの様子）

出典：（写真１、２）Der Wien-Plan on Tour https://wien-plan.wienwirdwow.at/der-wien-plan-on-tour/
（写真3）https://wirmachen.wien/blog/street-design-workshop-mit-wirmachenwien/

3．社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

○ 『計画フェーズ』×『３つの検討軸』：懸念の性質ごとに異なる検討軸・計画フェーズで対応すること
により、リスク分散・進行管理がしやすくなる。

○ 『３つの検討軸』×『受容主体』：主体によって関心や重視すべきリスクが異なるため、それぞれの
関心事に配慮したコミュニケーションが必要である。

○ 『受容主体』×『計画フェーズ』：主体によって異なる受容の動態性に対応すべく、早期から適切な
コミュニケーションが必要である。

写真１ 写真２ 写真３
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考察のまとめ
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４．まとめと今後の進め方
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4-1. まとめ

■ １章のまとめ

〇 １章では、新モビリティの導入に関する国内外の動向を調査した。

・ 新モビリティが実証から実装に至らない背景として、事故後の対応や補助金への依存などの
課題が確認された。

・ 海外では、新モビリティの実装について、自治体が主体となり、PI（パブリック・インボルブメン
ト）による参画や、技術検討を通した実効性の高い計画を作成した事例、国より先制的なガバ
ナンスのあり方を提示している事例もある。

・ 自動運転バスが補助採択された自治体においても、将来的な実装の明示が限定的である。
その理由として、計画に記載が必要な事項の多くが、施策提案のエビデンスとなる現状整理や、
補助金採択に必要な項目で構成されていることが挙げられる。

・ 新モビリティ関連のガイドラインでは、実装に向けて社会的受容向上の必要性に関する記載が
あるものの、「受容」とは何かが定義されないまま、あいまいな表現になっている。

○ これまでの研究により得られた成果について、章別にとりまとめる。

4. まとめと今後の進め方
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4-1. まとめ

■ ２章のまとめ

〇 文献レビューにより、４種の新モビリティ（自動運転車・空飛ぶクルマ・ドローン・自動配送ロボット）
に関する社会的受容形成の影響要因を抽出し、11カテゴリに分類してモビリティ別・地域別の特
徴を分析した。

・ 実証・普及が進んでいる自動運転車に関する記述が特に多く、また、影響要因としては「感情・
心理」が、新モビリティの社会的受容形成に影響を及ぼす要因として、最も関心が高いもので
あることが示唆された。

・ 空飛ぶクルマ・ドローン・自動配送ロボットのような全く新しいモビリティに対しては、都市空間・
環境の変化、プライバシー侵害への関心が強く、法規制・制度づくりが重要であることが示唆
された。

・ 地域（国）によって関心の強い影響要因に差があり、社会的受容を形成していく過程で異なる
アプローチが必要であることが示唆された。

〇 調査・分析結果を踏まえ、本研究における新モビリティの「社会的受容」の定義を、「社会を構成
する３主体がコミュニケーションを通じて形成していく受容」と再定義した。

○ これまでの研究により得られた成果について、提言に関する示唆をとりまとめる。

4. まとめと今後の進め方
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4-1. まとめ

■ ３章のまとめ

〇 欧州の先行事例や日本の公共事業における計画プロセスの考え方を応用し、 新モビリティを導
入・普及させるための枠組みを提案した。

・ 新モビリティの計画発議から導入・展開までに至る複数の計画を連鎖的に進め、その進行を段
階的にマネジメントする体系を「プランニングチェーン」と定義した。

・ 新モビリティのような技術更新の速さや関連する計画の多様さに対して、現地で実証しながら
市民と多様な関係者の間でコミュニケーションを継続し、本格導入へ取組みを進める中で関
係する計画の見直しを行っていく実証先行型の進め方が有効と考えた。

・ プランニングチェーンの下で個々の計画プロセスのデザインが必要であり、計画プロセスの検
討軸として３つの検討軸（技術検討／計画検討／コミュニケーション）を設定した。

・ 『受容主体』と『計画フェーズ』 、『３つの検討軸』を掛け合わせることで、新モビリティにおける
社会的受容形成に関する対応を捉えた。

 計画フェーズ × ３つの検討軸 ⇒ 懸念の性質によって異なる

検討軸・計画フェーズでの対応

 ３つの検討軸 × 受容主体 ⇒ 主体によって異なるコミュニケーションの対応

 受容主体 × 計画フェーズ ⇒ 早期から適切なコミュニケーションの開始

4. まとめと今後の進め方
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4-1. まとめ

4. まとめと今後の進め方

○ これまでの研究より得られた知見を踏まえ、今後、新モビリティの導入を進める際の社会的受容形成
に関する提言をまとめ、導入に向けて取り組む自治体等のサポートを行いたいと考えている。

提言１
■ 新モビリティの計画への位置づけ
➢ 新モビリティが普及する将来を見据え、公共空間を利用する新モビリティ

を1つの上位計画で位置づける「計画の枠組み」をつくること。

提言２

■ プランニングチェーンの導入
➢ 計画発議から事業展開までのロードマップを、計画プロセスの連鎖（プラ

ンニングチェーン）として構想し、リスク管理、責任や役割の明確化、透
明性の確保方針、PI（パブリック・インボルブメント）などを内包する手
順としてデザインすること。

提言３

■ 早期の市民参画
➢ 実施計画検討時や試行段階でのインシデント等により、社会的受容の急激

な低下が起こり普及に向けての障害となることを避けるため、計画検討の
早い段階から市民や関係者とのコミュニケーションを継続すること。

■ 提言の骨子案（一部）
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○ 今後は、引き続き、今回提案した枠組みの精査を図るとともに、先進自治体訪問や有識者等へのイン
タビュー調査により、新モビリティの社会的受容形成のための手法の提案を目指す。

4． 今後の調査研究の進め方

・ 新モビリティの社会的受容の向上に関する提言
・ モビリティ（都市・交通）計画への位置づけ、立案のガイドライン

（実装に向けたロードマップ、公共交通の通行空間の考え方）

・ 法制度・支援等のガイドラインに関する知見

有
識
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
・

先
進
自
治
体
訪
問
調
査

自動運転バス等の新モビリティの導入を目指す自治体と連携した検証

有
識
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

1． 本調査研究について

背景、課題認識、リサーチクエスチョン、目的、検討フロー

4. まとめと今後の進め方

4-2. 今後の進め方

３. 社会的受容形成のための枠組みの提案と考察

2． 新モビリティの社会的受容構造の整理

既往研究・文献レビュー、事例調査

社会的受容の影響要因に関する分類分析 新モビリティの社会的受容の再定義

新モビリティ導入における計画体系と市民参画の現状

社会的受容形成の検討軸とリスクの整理 複数の計画プロセスが連携した枠組みの提案

提案した枠組みに関する考察
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